
第４回 岐阜県経済・雇用再生会議 
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１ 意見交換 

○県経済・雇用の現状について 

○次期「岐阜県成長・雇用戦略」（素案）について  
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ぎふ経済レポート
（概要）

令和４年１２月分

岐阜県商工労働部

※企業等へのヒアリングは１月４日～６日を中心に実施し、１月１３日時点で作成。

資料１



景気動向

1

○１０月の景気動向指数（一致指数）は、
１０３．１で前月比２．１ポイント上昇となった。

○１１月の県内中小企業の景況感は、▲１２で前
月比８ポイント上昇となった。

○１－３月期の景況ＤＩ見通しは、製造業で前期比
６．２ポイント上昇、非製造業で同▲４．４ポイン
トとなった。売上高ＤＩ見通しは、製造業で前期
比▲９．６ポイント、非製造業で同▲７．４ポイン
トとなった。
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＜新型コロナウイルス感染症による影響＞

 中国国内で新型コロナウイルス感染症が再拡大しているため、同国からの部材輸入が滞り、日本国内の自動
車、農機具、家電、各メーカーの生産に影響が出始めている。（輸送機械、生産用機械器具）

 中国のゼロコロナ政策による経済の停滞、そして同政策の緩和が引き起こす感染症再拡大による中国国内の
混乱の影響により、中国向けの商談や売上が低迷し続けている。改善の見通しも立たない。（生産用機械器具）

 売上は、新型コロナ感染症まん延前の７～８割で推移しており、収益面で非常に厳しい状況が続いている。この
売上推移で収益体制を構築するか、新規事業や新商品で新たな売上を作っていかなければ、企業としての存
続が厳しくなってくる。（繊維・アパレル）

＜原油・資材高騰・ウクライナ情勢による影響＞

 エネルギー価格が前年同月比で３５％上昇している。鋼材価格上昇による価格転嫁は顧客に認めてもらえてい
るが、エネルギー価格や消耗品等の値上がりは自社で吸収する必要があり、利益を圧迫している。（非鉄金属）

 都市ガスの単価が前年度比２倍となった。今後も上昇する見込み。原材料費高騰分の価格転嫁はある程度で
きているものの、燃料費高騰に価格転嫁が追い付かず、利益は減少している。（輸送機械）

 ＬＮＧ価格の高騰はピークを脱したが、引き続き高値となっている。また、エネルギー価格も高値で推移してお
り、価格転嫁を実施しているものの、充分に転嫁できず、著しく収支が悪化している。（プラスチック製品）

 自動車関連について、大手自動車メーカーの２次、３次下請けくらいまでは電気代高騰分の補填があったが、そ
れ以外の企業については補填がなく、厳しい状況。（金融機関からのヒアリング）

 アルミの値段が１１月に前年同月比で３０～４０％値上がりしている。これから需要が増える時期に入るため、厳
しい状況。４月以降には、再度値上げすると見込んでいる。（輸送機械）

 価格転嫁はある程度できているものの、依然として原材料価格上昇のピッチが速く、転嫁が十分に追い付いて
いない状況。（金融機関からのヒアリング）

新型コロナウイルス感染症、原油や資材高騰、ウクライナ情勢に伴う経済変動の影響について



＜経済・雇用の現状（総括）＞

3

○ 製造業は、１０月の鉱工業生産指数は前月比３．６％上昇となった。ヒアリングでは、価格転嫁は原材料価格上
昇分の５割程度しかできておらず、価格転嫁できない分は企業努力でカバーするしかないとの声や、中国で新型
コロナ感染症が再拡大しており、部材輸入が滞っているため、国内のあらゆるメーカーの生産活動に影響が出始
めているとの声が聞かれた。

○ 地場産業は、１０月の鉱工業生産指数は、木材・木製品、食料品、家具、窯業・土石、パルプ・紙で低下した。ヒ
アリングでは、エネルギー費用が前年比２倍となっており、これまでは企業努力で価格を据え置きしていたが、状
況が改善しないため１月より値上げに踏み切るとの声や、最近は為替相場の乱高下が激しく、安定的な受注の
確保が困難な状況との声が聞かれた。

○ 設備投資は、１１月の全国の金属工作機械受注額は、前年同月比▲７．７％となった。ヒアリングでは、ソーラー
パネル設置や照明のＬＥＤ化など、ＳＤＧｓ関連の設備投資を積極的に行っていく予定との声が聞かれた一方で、
物価高の影響や、ゼロゼロ融資の返済が開始することから、運転資金が切迫し、設備投資の案件が少なくなって
いるとの声が聞かれた。

○ 個人消費は、１１月の販売額は、ホームセンター、コンビニ、家電大型専門店で減少し、全体で前年同月比

▲０．３％となった。ヒアリングでは、依然としてあらゆる仕入商品の値上げが相次いでおり、この影響はしばらく
続くと見込んでいるとの声や、人流回復による売上回復を見込む一方で、物価高により価格転嫁が進むことで、
客離れの懸念があるとの声が聞かれた。

○ 観光は、１１月の観光客数、宿泊者数は令和元年同月比▲７．５、▲１８．９％となった。宿泊施設からのヒアリ
ングでは、全国旅行支援のおかげで宿泊者が増加しているとの声や、外国人旅行客の増加や人材不足を補うた
め、外国人雇用を進めているとの声が聞かれた。

○ 企業の資金繰りは、１１月の制度融資実績は、件数、金額とも１９ヶ月連続で前年同月比で減少した。金融機関
からは、為替相場が安定しないことに対する影響を懸念する声や、ゼロゼロ融資の返済が開始するが、返済が
困難な事業者には県制度融資を利用し、支援していく方針との声が聞かれた。

〇 雇用面は、１１月の有効求人倍率は１．６８倍と１５ヶ月連続で１．５０倍を超えた。ヒアリングでは、現在の新卒
採用は売り手市場であり、人材が大企業に流れてしまい、中小企業では新卒の採用が困難になっているとの声
や、物価高の中、更なる固定費の増加には慎重であり、非正規雇用を採用する事業者が見受けられるとの声が
聞かれた。



・コロナ禍の長期化、原油や原材料価格の高騰等の影響は、
消費行動や企業活動の変容をもたらし、産業構造は転換
期を迎えている。

・こうした中、環境の変化をチャンスと捉え、事業者の新たな
産業の挑戦への後押しが必要である。

・次世代モビリティを見据えた自動車の電動化、宇宙産業、
ドローン開発等、新たな産業への参入支援、イノベーション
をけん引するスタートアップ支援のほか、成長産業の活力
強化に向けた支援の継続・拡充が求められる。

・急速に進む社会のデジタル化や、国際的な潮流である脱炭
素社会への動きなど、世界は、大きな社会・経済構造の変化
に直面している。

・これらの変化への対応に向け、デジタルを活用した新たなビ
ジネスモデルの創出に向けた取組みや、デジタル社会に対応
した人材の育成・確保が必要である。

・また、再生可能エネルギーへの転換に向けた環境整備等、
「脱炭素社会ぎふ」の実現への取組みの加速化が求められる。

県経済の再生から、社会経済環境の変化に対応した持続的発展を目指し６つのプロジェクトを展開

現状・課題

今後の方向性と主な施策

１ 新たな産業活力の創出

次期「岐阜県成長・雇用戦略」（素案）の概要

２ 「ＤＸ」・「ＧＸ」推進加速化

現状値 目標値（R9）

「（仮称）岐阜県ＤＸ推進コンソーシアム」
における新ビジネスモデル創出支援件数

R4:-
R5-R7累計

5件

再生可能エネルギー創出量 R3:9.73PJ R7:13.88PJ

主なＫＰＩ

現状・課題

今後の方向性と主な施策

・少子高齢化、人口減少や県内高校生の大学進学者のうち
約８割が県外へ進学するなどの影響により若年層は県外へ
流出し、県内企業の人手不足が深刻化している。

・また、不足するデジタル人材の確保や成長産業への円滑な
労働移動を図るリスキリング等が不可欠である。

・障がい者実雇用率は2.35％（令和４年６月現在）と、法定
雇用率(2.3％)を達成したものの、更なる就労促進に向け
た取組みが必要である。

・そのため、学生の県内就職促進やデジタル人材の育成・確
保、障がい者、外国人等の多様な人材の活躍が求められる。

現状・課題

今後の方向性と主な施策

現状値 目標値（R9）

企業向けDX・リスキリング研修修了
者数

R3:272人
R5-R9累計

1,600人

県出身大学生の県内企業就職率 R３:４１．１％ ５０％

３ 人材確保・雇用対策

主なＫＰＩ

・期間は、令和５年度から９年度までの５年間

令和５年２月２日時点

産業構造の変化を捉えた次世代産業創出支援
（１）大変革を迎える自動車産業の電動化対応への支援

・自動車産業のＥＶ市場参入等に向けた研究会の開催支援
（２）宇宙産業・ドローン産業への参入・事業拡大支援

・宇宙産業の海外市場への販路開拓支援
・ドローンの調査研究の実施、開発・製造の支援

（３）イノベーションを牽引するスタートアップの創出支援の強化

・「（仮称）ぎふスタートアップ支援コンソーシアム」の形成等によ
る支援ネットワークの強化
・ロールモデルとなるスタートアップの創出に向けた支援の拡充
・女性創業アドバイザーの設置による女性起業家育成

成長産業の活力強化に向けた支援
（４）成長産業（航空宇宙、ヘルスケア、食品、エネルギー）への支援
継続・拡充

・航空宇宙産業の競争力強化・維持、販路拡大等に向けた支援
・ヘルスケア産業の新商品開発・販路拡大支援

各種機関等による技術支援等の強化
（５）工業系試験研究機関による研究開発と技術支援の強化
・スマートファクトリー化に向けた伴走型技術支援

（６）産業支援機関等と連携した技術開発支援・知的財産活用の
促進

・航空宇宙生産技術開発センターにおける産学官連携による研
究開発を支援

新たなビジネスモデルの創出支援
（１）ソフトピアジャパン・テクノプラザの機能拡充・連携強化

・「（仮称）岐阜県ＤＸ推進コンソーシアム」によるＤＸ事例創出

デジタル社会に対応した人材の育成・確保
（2）企業のデジタル化促進に向けた人材育成・確保
・製造現場のＤＸに必要となるリスキリング支援

デジタル技術活用の裾野拡大・デジタル産業の強化
（3）県内企業のデジタル化の段階に応じた支援
・デジタルインボイス活用モデルの推進

（4）県内ＩＴ企業の競争力強化
・県内ＩＴ企業の技術による地産地消のＤＸ支援

（5）研究開発・実証支援
・県内製造業のＤＸ推進に向けた研究開発及び実証支援

再生可能エネルギーへの転換加速化
（6）再生可能エネルギーへの転換加速化・エネルギー利用の効率化
・自家消費型の太陽光発電設備等の普及拡大に向けた支援

・県内事業者の省エネ・再エネ設備導入に係る相談窓口強化

再生可能エネルギーの地産地消の推進
（７）地域と共生した持続可能な再生可能エネルギーの創出・活用
・太陽光発電事業等の適正実施に向けた支援

電動車の普及拡大
（８）ＥＶ等の電動車の普及拡大
・ＥＶ充電インフラ整備支援の拡充

次世代産業の創出やＤＸの推進等を担う人材の
育成・確保
（１）成長産業等における人材育成・確保
・スタートアップの裾野拡大に向けた人材育成
・空宙博の施設増強による小中学生向け人材育成の充実

（2）企業のデジタル化促進に向けた人材育成・確保
・就業予定の大学生、就業者、求職者等へのデジタル研修実施

産業人材の育成・確保
（３）地域の産業で活躍できる人材の育成・確保、雇用維持
・「岐阜県中小企業人材確保センター」を核とした人材確保・定
着支援

若者の県内就職促進
（４）若者のＵターン就職・転職促進
・Uターン就転職を支援する拠点の開設による就転職体制強化
・「オール岐阜・企業フェス」等による県内企業の魅力発信

（5）女性の起業支援・人材育成
・モノづくり分野等で活躍する女性人材の育成

障がい者、就職氷河期世代等の就労促進
（6）障がい者の就労支援
・「岐阜県障がい者総合就労支援センター」を核とした就労相談
から職場定着までの一体的な支援

（7）高齢者、外国人、就職氷河期世代の就労促進
・就職氷河期世代の就労に向けたきめ細やかな支援

現状値 目標値（R9）

ＥＶ化対応着手事業者数 R4:5事業者
R4-R9累計
１２０事業者

ロールモデルとなるスタートアップ認定
件数

R4:- 35件

主なＫＰＩ

資料２

※PJ：ペタジュール（熱量の単位）

※ ※



・新型コロナ感染症により、観光需要はかつてない落ち込み
となり、県内観光産業は深刻な影響を受けた。

・世界の観光の潮流であるサステイナブル・ツーリズムを推
進し、体験プログラム充実や新たな魅力の掘り起こし等、地
域と一体となった取組みが求められる。

・観光産業における人材不足や後継者不足は深刻化してお
り、労働環境、収益体制の改善が求められている。

・誘客促進及び観光消費拡大には、観光マーケティングの
確立や、観光資源をストーリーで結ぶ周遊ルート構築が有
効。

・コロナ禍の長期化や物価高騰等により国内市場が厳しさ
を増す中、海外市場へ活路を見出すため、オンライン商談
会等、デジタルを活用した販路開拓を展開してきた。今後
は、オンラインとリアルを併用した取組みが求められる。

・国内では、2025年に大阪・関西万博の開催が控える。

・事業者の競争力を高めていくためには、海外展開では、岐
阜県人会インターナショナル（GKI）との連携によるプロモ
ーション、国内展開では、関西圏への取組みを強化するほ
か、国内外のニーズに通用する新商品開発等、海外・国内
両市場の販路開拓・拡大が求められる。

５ 県産品の世界展開 ６ 世界に選ばれる持続可能な観光地域づくり

主なＫＰＩ

現状・課題

今後の方向性と主な施策

現状・課題

今後の方向性と主な施策

・製造業等を中心とした企業誘致を積極的に展開し、令和３
年の国調査で、工場立地件数・面積ともに全国第３位とな
った。

・働き方の多様化、地方分散により普及拡大したサテライト
オフィス開設数も、令和４年の国調査で全国第３位となった。

・今後の東海環状自動車道全線開通やリニア中央新幹線開
業を見据え、製造業に加え、物流関連産業、データセンター
等のデジタル関連産業の誘致、サテライトオフィスの誘致推
進により、企業・人の地方回帰の流れ等を呼び込む取組み
が求められる。

現状値 目標値（R9）

新規企業立地件数 ※
H24-R3累計

405件
H30-R9累計

4５0件

プロフェッショナル人材の県内企業へ
の就業件数

H29-R3累計
1,047件

R5-R9累計
1,150件

４ 新次元の地方分散への対応

主なＫＰＩ

現状・課題

今後の方向性と主な施策

次期「岐阜県成長・雇用戦略」（素案）の概要 ・期間は、令和５年度から９年度までの５年間

企業誘致等の推進
（１）戦略的な企業誘致の推進・工場用地開発
・企業等のニーズに応じた補助制度の拡充（物流関連産業）に
よる企業誘致の推進
・本社機能移転補助制度の拡充による誘致活動強化・移転促進
・オンラインによる誘致活動等デジタル技術を活用した企業誘致
の推進
・市町村と連携した工場用地開発促進に向けた調査対象の拡大

デジタル産業の誘致推進
（2）デジタル産業の誘致推進
・今後成長が見込まれる半導体関連産業やデータセンター等の
誘致を推進

サテライトオフィス誘致推進・県内定着促進
（3）サテライトオフィス誘致活動の展開・開設支援・定着促進
・都市部からの本社機能移転に繋がるサテライトオフィスの誘致
を推進
・県外企業と地元企業等とのマッチングを図り、入居企業の県内
定着を促進

県外人材の確保・県内への就職促進
（4）県外人材の確保・Uターン就職・転職促進
・東京圏在住者と県内中小企業等のマッチングや県内移住者の
起業を支援
・ＤＸ人材や副業・兼業人材を含むプロフェッショナル人材の県外
からの獲得支援

海外への販路開拓・拡大
（１）県産品の世界展開に向けた販路開拓・拡大支援
・岐阜県人会インターナショナル（GKI）と連携したプロモーション
・グローバル・アンテナ・ショップ（GAS）の開拓等による販路拡大
・海外企業等と連携した現地での陶磁器の展示会等の開催によ
る魅力発信
・海外ＥＣサイトへの出展、オンライン商談会の開催
・「観光・食・モノ」一体のプロモーションによる販路開拓・拡大

大阪・関西万博を見据えた販路拡大
（2）国内における販路拡大支援
・関西圏に県産品販売コーナーを設置し、発信力を強化
・関西圏で開催される全国規模の伝統的工芸品展示会への出展
支援
・「THE GIFTS SHOP」の拡張による県産品販売の強化

新商品開発・ブランド力の向上
（3）著名デザイナーとの連携等による新商品開発・ブランド力向上
・専門家の助言、テストマーケティング等を通じた新商品の開発
や商品のブラッシュアップを支援
・美濃和紙ブランドの新商品開発、見本市等への出展支援

地場産業の振興
（4）地場産業の持続可能な発展に向けた支援
・地場産業の新商品開発・販路開拓支援
・伝統産業の技術承継・後継者確保支援

現状値 目標値（R9）

グローバル・アンテナ・ショップ（ＧＡＳ）
店舗数

R４:１４店舗 １９店舗

海外見本市等への出展支援を受けた
県内企業の成約金額（平均）

R２:300万円
(R1:3,472万円）

3,900万円

主なＫＰＩ

(数値目標の無印は年度、 ※印は暦年の目標値) (数値目標の無印は年度、 ※印は暦年の目標値)

サステイナブル・ツーリズムの推進
（１）地域資源の保全・活用による観光地域づくり
・岐阜未来遺産など地域ぐるみで観光資源を守り、それを観光
活用する取組みを支援し、観光をテーマとした「稼げる」地域
づくりを促進
・国籍や障がい等に関わらず旅行を楽しめるユニバーサルツー
リズムの普及啓発

（2）関ケ原古戦場を核とした戦国・武将観光の推進
・関ケ原古戦場を核としたイベントの定番開催及び戦国・武将
ゆかりの地との連携強化

観光人材の確保・育成及び生産性の向上
（3）地域連携による観光人材の確保・育成
・地域の関係事業者との連携を通じた観光人材の確保・育成、
職場環境改善を促進

（4）デジタル技術等の活用による生産性向上の取組み支援
・デジタル技術の活用等、観光事業者の生産性向上に向けた
先進的な取組みを支援

観光消費拡大に向けた誘客プロモーションの展開
（5）ターゲット層のニーズに合わせた魅力発信
・観光資源の魅力を最大限活用した誘客プロモーション
・岐阜未来遺産を活用した海外向けプロモーション
・大阪・関西万博開催などの時勢を捉えた誘客プロモーション

（6）国内外へのデジタルプロモーションの推進
・官民連携によるデジタルマーケティング手法を用いた誘客プロ

モーション

現状値 目標値（R9）

観光消費額 ※
R3：1,721億円

(R1:2,933億円)
3,300億円

観光入込客数（実数） ※
R3:3,842万人

(R1:4,800万人)
4,900万人



未定稿：2月 2日時点 

 

 

 

 

 

次期「岐阜県成長・雇用戦略」 

～県経済の再生から持続的発展に向けて～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年３月 

岐阜県 

  

＜素案＞ 

資料３ 



 

＜目 次＞ 

 

１ はじめに・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

 

２ 各プロジェクト 

（１）新たな産業活力創出プロジェクト ・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

（２）「ＤＸ」・「ＧＸ」推進加速化プロジェクト ・・・・・・・・・・・・・８ 

（３）人材確保・雇用対策プロジェクト・・・・・・・・・・・・・・・・１４ 

（４）新次元の地方分散対応プロジェクト・・・・・・・・・・・・・・・２０ 

（５）県産品の世界展開プロジェクト・・・・・・・・・・・・・・・・・２３ 

（６）世界に選ばれる持続可能な観光地域づくりプロジェクト・・・・・・２６ 

 

３ ＫＰＩ（重要業績指標）一覧・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３０ 

 

 関係データ集 

 



はじめに 

これまで、本県の経済振興における方向性として、２０１４年３月に「岐阜県

成長・雇用戦略」を策定し、また、２０１７年３月には、第４次産業革命など新

たな社会経済の進展を捉え「岐阜県成長・雇用戦略２０１７」へ改訂し、各プロ

ジェクトを実践してきた。 

しかし、世界規模で急拡大した新型コロナウイルス感染症の長期化の影響によ

り、県内経済は大きなダメージを受けた。そのため、傷ついた経済の再生に向け、

緊急支援や事業継続に向けた支援など切れ目なく対策を講じてきた。 

こうした中、コロナ禍の長期化等による影響は、消費行動や企業活動の変容を

もたらし、自動車産業の電動化や世界的な成長産業である宇宙産業等の次世代産

業創出に向けた対応、地球規模の変革となるＤＸや脱炭素社会の推進、地方回帰

の流れを踏まえた新次元の地方分散、また、コロナ禍で落ち込んだ観光需要の回

復など、本県経済を取り巻く様々な環境の変化への対応が求められている。 

このため、コロナ禍により傷ついた県経済の再生から、社会経済活動の変革に

対応した持続的な発展を目指すべく、今後５年間の本県経済振興の方向性を示し

た、６つのプロジェクトから成る本戦略を策定する。 

 なお、本戦略は、現時点での考え方、取組みを整理したものであり、随時、関

係者の皆様と議論を重ねながら見直しを行っていくこととする。 

 

各プロジェクト 

＜１＞ 新たな産業活力創出プロジェクト 

＜２＞ 「ＤＸ」・「ＧＸ」推進加速化プロジェクト 

＜３＞ 人材育成・雇用確保プロジェクト 

＜４＞ 新次元の地方分散対応プロジェクト 

＜５＞ 県産品の世界展開プロジェクト 

＜６＞ 世界に選ばれる持続可能な観光地域づくりプロジェクト 

 

本戦略では、ＳＤＧｓの達成に関連する施策を明記した（各プロジェクトにＳＤＧｓのアイコンを表示）。 
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１ 新たな産業活力の創出 

 

 

 

【現状・課題】 

・ 新型コロナウイルス感染症の長期化、原油や原材料価格の高騰、急速に進んだ円安等の影

響は、消費行動や企業活動の変容をもたらし、産業構造は転換期を迎えている。 

・ こうした中、環境の変化をチャンスと捉え、事業者の新たな挑戦への後押しが必要である。 

・ このため、次世代モビリティを見据えた自動車産業の電動化対応、宇宙産業、ドローン産

業など次世代産業への参入支援や、新たなイノベーションをけん引するスタートアップ支援

の強化、成長産業の活力強化に向けた支援の継続・拡充が求められる。 

 

（団体等からの主な意見） 

・ 自動車の電動化や宇宙分野の開発など、ビジネス環境の変化を見据えた支援が必要。 

・ イノベーション創出などによる労働生産性の向上が必要。 

・ 航空機需要が回復するまでの設備維持や新分野展開への支援の継続が必要。 

・ ヘルスケア分野は国の成長分野に位置付けられており、新サービスが生まれてくる

業界であるため、新技術の導入等に向けた他分野企業との連携が必要。 

・ スタートアップ機運の高まりを受け、県内においても起業家教育や一層の支援に期

待。 

・ 新商品開発や特許取得に向けて、工業系試験研究機関と県内企業との共同研究を進

めることが必要。 

 

【今後の方向性】 

・ 自動車産業の電動化対応、宇宙産業・ドローン産業への新規参入、スタートアップの裾野

拡大等、産業構造の変化を捉えた次世代産業の創出を支援 

・ 航空宇宙産業やヘルスケア産業等の成長産業の活力強化に向けた支援 

・ 工業系試験研究機関や（公財）岐阜県産業経済振興センター等の各種機関による技術支援

等の強化 

  

 

  

１ 新たな産業活力創出プロジェクト 
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【主な取組み】 

＜産業構造の変化を捉えた次世代産業創出支援＞ 

（１） 大変革を迎える自動車産業の電動化対応への支援 

○ 100 年に一度と言われる大変革を迎える自動車産業に対し、ＥＶ市場への新規参入や保

有技術を活かした新分野展開への支援等、各企業の状況に応じた取組みを推進し、自動車

産業の電動化対応を後押しする。 

新ワークショップ開催等による自動車産業へのきめ細やかな支援 

・中小企業団体中央会と連携し、セミナーによる国内外の最新情報の提供、ＥＶ市場参入のための

勉強会、保有技術を活用した新分野展開に向けたワークショップを支援するなど、自動車の電動

化への対応に取り組む県内企業をきめ細やかに支援する。 

拡高度試験研究設備の導入による新規参入の促進 

・工業系試験研究機関に、県内企業が次世代自動車関連事業に参入していくための高度な試験研

究設備を設置し、研究から実用化に至る取組みを支援する。 

拡次世代自動車向け研究開発の推進 

・工業系試験研究機関において、次世代自動車向け軽量化部材の製造技術と評価手法を開発する

ほか、吸音材等新たなニーズに対応した各種部材を開発する。 

拡電動化対応に向けた専門家による伴走型支援 

・自動車の電動化をはじめとする産業構造の変化に対応するため、中小企業団体中央会に専門家

を配置し、県内中小企業の相談に対応するとともに、課題解決に向けた戦略・計画策定を伴走支

援する。 

 

（２）宇宙産業・ドローン産業への参入・事業拡大支援 

○ 世界的な成長産業である宇宙産業に対し、県の中核産業化に向けた支援を継続するほか、

大きな可能性を秘めるドローン（無人航空機）の開発や製造等に関する支援を充実・強化

する。 

新宇宙産業の海外市場への販路開拓支援 

・「ぎふ宇宙プロジェクト研究会」の取組みとして、海外企業等との商談に向けた海外展示会・商

談会への出展支援や、海外展示会や専門ウェブサイトを通じた商談サポート等により、今後拡大

が見込まれる海外市場への販路開拓を促進する。 

航空機製造業を中心とした宇宙産業への展開支援 

・宇宙産業バイヤーとのマッチングや販路開拓に向けた商談会を開催し、宇宙産業への新規参入、

受注獲得に向けた県内企業の掘り起こしを行う。 

新ドローン（無人航空機）の製造・活用支援 

・官民で構成する「岐阜県ドローンビジネス推進研究会」において、国内外の製造・活用事例の調

査・研究、開発・製造に関する経費（調査・試作・販路開拓等）を支援するとともに、市町村と

連携し、県内企業による実証実験に関する調整支援を行う。 
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（３）イノベーションを牽引するスタートアップの創出支援の強化 

○ スタートアップ創出に向け、産学金官による「（仮称）ぎふスタートアップ支援コンソー

シアム」を形成し、ネットワークの構築を図るとともに支援制度の充実や企業間連携によ

るイノベーションの活性化を促進するなど、スタートアップを生み育てる環境整備を支援

する。 

新「（仮称）ぎふスタートアップ支援コンソーシアム」によるネットワークの強化 

・産学金官、協創・協業企業と「（仮称）ぎふスタートアップ支援コンソーシアム」を形成し、ス

タートアップ支援のネットワークを強化する。 

新スタートアップの裾野拡大に向けた人材育成 

・起業に興味のある中高生を対象に、スタートアップの創出につながるアントレプレナー（起業家

精神）育成に向けた研修を実施する。 

新スタートアップの事業化支援 

・起業家やスタートアップの事業化を支援するほか、スタートアップの成長につながるイベント

等の開催を支援する。                            

・ロールモデルとなるスタートアップの創出に向け、「（仮称）ぎふスタートアップ支援コンソーシ

アム」が認定したスタートアップを優遇する新たな創業資金の創設、補助制度の上限を拡大する

とともに、女性や障がい者による起業には更なる制度拡充を図り、支援を重点化する。 

女性創業アドバイザーの設置による女性起業家育成 

・「女性創業アドバイザー」を設置し、女性の起業に特化した相談対応を行う。 

技術活用型スタートアップの掘り起こし・加速化支援 

・大学等が持つビジネスの可能性を秘めた技術シーズの掘り起こしを行うとともに、シーズを活

用したビジネスプランの作成やブラッシュアップに向けた支援を行う。 

産学官連携や同業種・異業種連携によるイノベーションの創出促進 

・スタートアップに対し、ＤＸやヘルスケア、次世代エネルギー分野などの各種コンソーシアム等

への参加や試験研究機関との連携を促すことで、オープンイノベーションの活性化を促進する。 

・ぎふ技術革新センターを核とした、産学官連携や同業種・異業種連携を推進し、オープンイノベ

ーションによる地域産業の活性化を図る。 

ソフトピアジャパンエリアにおけるビジネスマッチングやイノベーションの創出支援 

・ソフトピアジャパンエリアにおけるビジネスマッチングやイノベーションの創出に向けた企業

間及び企業とＩＡＭＡＳとの交流を促進する。 

・ＩＡＭＡＳにおける社会人短期在学コースなど、社会人の学び直し機会を提供し、イノベーショ

ンを牽引する次世代リーダーを育成する。 
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拡テクノプラザにおける製造業の高度化・新ビジネス創出支援 

・テクノプラザを製造業、ものづくり企業のＤＸ実証・交流・情報発信の場とし、ワーキンググル

ープによるローカル５Ｇ等のデジタル技術の活用推進、ロボット等の活用に関する人材育成支

援を展開することにより、産業の高度化や新ビジネスの創出を促進する。 

新テクノプラザにおけるスタートアップ用オフィスの設置支援 

・ドローンの開発・製造等の新産業分野にチャレンジするスタートアップに対するテクノプラザ

への入居支援や、スタートアップ関連のイベントを開催することにより、スタートアップによる

新ビジネス創出を支援する。 

 

＜成長産業の活力強化に向けた支援＞ 

（４）成長産業（航空宇宙、ヘルスケア、食品、エネルギー）への支援継続・拡充 

○ 将来にわたり成長が見込まれる航空宇宙産業、ヘルスケア産業、食品産業、エネルギー

産業の活力強化に向けた支援を継続・拡充する。 

航空宇宙産業の競争力強化・維持、販路拡大等に向けた環境整備・総合支援 

・国際戦略総合特区の規制緩和策や支援制度などを活用した設備投資に取り組む企業を支援する。 

・産業経済振興センターの専門コーディネーター等により、航空宇宙産業の県内企業の新規参入、

産学官連携・新技術開発、人材育成、販路拡大等を総合的に支援する。 

・国際的な公的認証の維持や、県内企業が新分野への展開を図るために必要な事業計画の策定、試

作品の作成、販路開拓等を支援する。 

新ヘルスケア産業の新製品開発・全国への販路開拓支援 

・製品の開発フェーズに合わせた支援メニューの充実や、医療福祉機器メーカー等とのマッチン

グの全国展開により、新製品開発や販路開拓を支援する。 

拡ヘルスケア産業推進ネットワークを活用したビジネス機会の創出 

・「ヘルスケア産業推進ネットワーク」を活用し、情報発信のほか、高齢者の健康づくりに資する

マッチングを推進するなど、新たなビジネス機会を創出する。 

・薬事申請や販路開拓等の知見を有する医療福祉コーディネーターにより、企業と医療機関との

マッチングや販路開拓など、モノづくり企業の独自技術を活かした医療福祉機器・医薬品分野へ

の事業展開を支援する。 

岐阜県食品科学研究所による新商品開発等の支援 

・新たな機能性食品や加工技術の開発など、付加価値を向上させる研究開発・技術支援を実施す

る。 

次世代エネルギー産業創出コンソーシアムにおける技術開発・製品化の促進 

・「次世代エネルギー産業創出コンソーシアム」において、大学等の研究機関が有する技術シーズ

と県内企業のニーズなど、会員間のマッチング等を支援し、技術開発・製品化を促進する。 
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＜各種機関等による技術支援等の強化＞ 

（５）工業系試験研究機関による研究開発と技術支援の強化 

○ 企業を取り巻く社会環境の変化や多様化する県民・社会ニーズに機動的に対応し、企業・

県民ニーズに応える研究開発や質の高い技術支援を実施する。 

多様化する企業・県民ニーズに応える研究開発の実施 

・業種別懇談会や企業ニーズ調査を通じ、多様化するニーズを把握し、県内企業の状況に応じた研

究開発や技術支援を実施する。 

・持続可能な社会の推進に資する資源循環型製品などの新商品開発、企業の持続的発展を支える

加工技術などの新技術開発を実施する。 

産学官連携によるオープンイノベーションを創出【再掲】 

・ぎふ技術革新センターを核とした、産学官連携や同業種・異業種連携を推進し、オープンイノベ

ーションによる地域産業の活性化を図る。 

新スマートファクトリー化に向けた伴走型技術支援 

・県内製造業の生産性向上を図るため、工業系試験研究機関の伴走支援により、デジタル技術を活

用した工場のスマート化を推進する。 

専門的知見による製造業向け技術支援 

・地場産業をはじめとした県内製造業の新製品開発、技術承継及び新分野展開に向け、蓄積した技

術・知見を活用し、継続的な技術支援を実施する。 

技術シーズ活用による新製品開発・試作開発支援 

・研究機関等が有する技術シーズを活用して、県内中小企業が実施する新製品開発や生産性向上

に資する技術開発等への支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 7 - 

 

（６）産業支援機関等と連携した技術開発支援・知的財産活用の促進 

○ （公財）岐阜県産業経済振興センターをはじめとする産業支援機関等と連携した技術開

発支援を行うほか、知的財産の積極的な活用を促進する。 

拡航空宇宙生産技術開発センターにおける産学官連携の研究開発を支援 

・ＡＩやＩｏＴ等を活用した生産技術に関する産学官連携の研究開発を支援するとともに、企業

技術者の受入れ等により、大学の実証研究機能を強化することで、研究成果を航空宇宙産業のみ

ならず県内産業へ展開する。 

新産業経済振興センターによる新製品開発・販路開拓等への支援 

・自社のコア技術を深化して新製品開発に取り組む研究開発型企業に対し、開発を支援するほか、

展示会出展支援により、新たに開発した技術・製品の販路開拓を支援する。 

知的所有権センターを活用した知的財産活用の促進 

・県内中小企業の技術と大企業等の開放特許を結び付け、新事業展開を支援するほか、県内企業保

有特許の流通を支援する知財ビジネスマッチングを実施する。 

 

 

【主なＫＰＩ※】 ※Key Performance Indicatorの略、施策ごとの進捗状況を検証するために設定する指標。 

・ＥＶ化対応着手事業者数 

  5事業者 (2022年度) → 120事業者 (2022-2027年度累計) 

・ロールモデルとなるスタートアップ認定件数 

  - (2022年度) → 35件 (2023-2027年度累計) 
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２ 「ＤＸ」・「ＧＸ」推進加速化 

 

 

 

【現状・課題】 

・ 急速に進む社会のデジタル化や、国際的な潮流である脱炭素化に向けた動きなど、世界

は、大きな社会・経済構造の変化に直面している。 

・ これらの変化への対応に向け、デジタル技術を活用した県内事業者の新たなビジネスモ

デルの創出に向けた取組みや、デジタル社会に対応した人材の育成・確保が必要である。 

・ また、再生可能エネルギーへの転換に向けた環境整備や電動車の普及拡大等、「脱炭素社

会ぎふ」の実現への取組みの加速化が求められる。 

 

（団体等からの主な意見） 

・ 企業のデジタル化の進捗度合い応じた支援メニューの構築が必要。 

・ ＩＴ人材の確保・育成に向けたデジタルリテラシーの向上支援が必要。 

・ 具体的なＩＴツールの情報提供や社内変革に向けた専門家派遣による伴走型の支援

が必要。 

・ エネルギー価格の先行きが見通せない中、省エネルギーの徹底や再生可能エネルギ

ーの活用が急務。 

・ 脱炭素に向けた設備投資には多額の投資が必要なため、補助金等による支援が必要。 

・ ＥＶ等の普及に向けた支援の拡充や充電設備等のインフラ整備への支援が必要。 

 

【今後の方向性】 

・ デジタル技術を活用した新たなビジネスモデルの創出支援 

・ デジタル社会に対応した人材の育成・確保 

・ デジタル化の段階に応じた支援によるデジタル技術活用の裾野拡大・デジタル産業の強化 

・ 太陽光発電設備の導入促進等による再生可能エネルギーへの転換加速化 

・ 充電インフラの整備支援等による電動車の普及拡大 

・ 地域資源を最大限に活用した再生可能エネルギーの地産地消の推進 

  

     

２ 「ＤＸ」・「ＧＸ」推進加速化プロジェクト 
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【主な取組み】 

＜新たなビジネスモデルの創出支援＞ 

（１）ソフトピアジャパン・テクノプラザの機能拡充・連携強化 

○ ＩＴ企業の集積拠点である「ソフトピアジャパン」と、産業のデジタル化や新産業創出

を目指すものづくりの総合拠点である「テクノプラザ」との連携を強化し、新たなビジネ

スモデルの創出に向けそれぞれの強みを生かした総合的な支援を推進する。 

新「（仮称）岐阜県ＤＸ推進コンソーシアム」によるＤＸ事例創出・展開支援 

・「（仮称）岐阜県ＤＸ推進コンソーシアム」を核としたＩＴ企業・ユーザ企業連携による研究や実

証事業等を支援するほか、先進事例調査やセミナー等を実施し、ＤＸ事例創出と横展開を図ると

ともに実現性の高い事業について、実装に向けた取組みを支援する。 

新（公財）ソフトピアジャパンのデジタル化に向けた環境整備 

・（公財）ソフトピアジャパンのデジタルオフィス環境を整備するほか、企業支援情報のデータベ

ース化等、業務環境の完全なデジタル化を先行的に実施し、他の支援団体のモデル事例となるこ

とを目指す。 

ソフトピアジャパンエリアにおけるビジネスマッチングやイノベーションの創出支援【再掲】 

・ソフトピアジャパンエリアにおけるビジネスマッチングやイノベーションの創出に向けた企業

間及び企業とＩＡＭＡＳとの交流を促進する。 

拡テクノプラザにおける製造業の高度化・新ビジネス創出支援【再掲】 

・テクノプラザを製造業・ものづくり企業のＤＸ実証・交流・情報発信の場とし、ワーキンググル

ープによるローカル５Ｇ等のデジタル技術の活用推進、ロボット等の活用に関する人材育成支

援を展開することにより、産業の高度化や新ビジネスの創出を促進する。 

新テクノプラザにおけるスタートアップ用オフィスの設置支援【再掲】 

・ドローンの開発・製造等の新産業分野にチャレンジするスタートアップに対するテクノプラザ

への入居支援や、スタートアップ関連のイベントを開催することにより、スタートアップによる

新ビジネス創出を支援する。 
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＜デジタル社会に対応した人材の育成・確保＞ 

（２）企業のデジタル化促進に向けた人材育成・確保 

○ 急速に進む社会のデジタル化に対応した企業人材へのリスキリング研修、求職者のデジ

タルリテラシー向上に向けた職業訓練やＩＴ資格の取得に向けた取組みを推進する。 

新製造現場のＤＸに必要となるリスキリング支援 

・県内中小製造業にＤＸの知識とノウハウを持った新たな人材を育成するため、製造業向けの研

修カリキュラムを開発するとともに、座学と企業内実習を組み合わせた実践的訓練を実施する。 

産業のデジタル化を担う県内企業の人材育成支援 

・県内企業等の就業内定者や就業を希望する大学生等を対象に、ＩＴ基礎知識を身につける研修

を実施する。 

・ユーザ企業に対するサービス等の提案力強化に向け、デジタルツールの活用を支援できる専門

家を育成する。 

企業内のデジタル人材の育成支援 

・県内企業等の就労者を対象に、デジタル経営戦略やデジタル思考、デジタルテクノロジー等のス

キル取得に向けたリスキリング研修を実施する。 

データの利活用等を促進できる技術者育成 

・工業系試験研究機関において、生産技術等の向上を目的としたデータの利活用や小型ＩоＴ機

器の導入による短期かつ低コストで工場の見える化を実現できる技術者の育成研修を実施す

る。 

求職者等のデジタルリテラシー向上 

・求職者の新たな就業機会の拡大や正社員就職に向けてデジタルリテラシー向上に資する職業訓

練やＩＴ資格の取得に向けた講座を実施する。 

プロフェッショナル人材戦略拠点によるＤＸ専門人材の確保支援 

・デジタル人材の不足に対応するため、プロフェッショナル人材戦略拠点によるＤＸ専門人材の

確保に向けた取組みを支援する。 
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＜デジタル技術活用の裾野拡大・デジタル産業の強化＞ 

（３）県内企業のデジタル化の段階に応じた支援 

○ ＤＸのファーストステップやスモールスタートなど事業者のデジタル化の段階に応じ

たきめ細やかな支援により企業のＤＸ推進を後押しする。 

拡デジタルツールの導入によるＤＸのファーストステップ支援 

・ＤＸに取り組む意欲のある事業者や団体に対し、相談窓口の設置や専門家派遣のほか、デジタル

ツールの活用に向けた研修会を開催するなど、導入計画の策定から活用、定着までを伴走型で支

援する。 

新デジタルインボイス活用モデルの推進 

・受発注から請求事務（インボイスの発行）、代金振り込みまでの一連の業務のデジタル化と、デ

ータ連携による自動処理を可能とするモデル事業を実施し、県内中小企業の業務効率化及びイ

ンボイス制度への対応を促進する。 

（４）県内ＩＴ企業の競争力強化 

○ 地産地消のＤＸ支援や「（仮称）岐阜県ＤＸ推進コンソーシアム」によるワーキンググル

ープ活動支援の充実等により、ＩＴ企業の競争力強化を図る。 

拡県内ＩＴ企業の技術による地産地消のＤＸ支援 

・県内ＩＴ企業が提供するデジタルツールの紹介や県内企業とのマッチング機会の創出を支援し、

県内企業が抱える課題を、県内ＩＴ企業の技術により解決する地産地消のＤＸの実現に向けた

取組みを推進する。 

新「（仮称）岐阜県ＤＸ推進コンソーシアム」によるＤＸ事例創出・展開支援【再掲】 

・「（仮称）岐阜県ＤＸ推進コンソーシアム」を核としたＩＴ企業・ユーザ企業連携による研究や実

証事業等を支援するほか、先進事例調査やセミナー等を実施し、ＤＸ事例創出と横展開を図ると

ともに実現性の高い事業について、実装に向けた取組みを支援する。 

 

（５）研究開発・実証支援 

○ 県内製造業等のＤＸ推進に向けた研究開発及び実証支援に取り組む。 

県内製造業のＤＸ促進に向けた研究開発 

・工業系試験研究機関において、データ計測技術の高度化によるスマートファクトリーや作業者

を支援するロボット導入などの生産基盤技術確立、デジタル技術を活用した地場産業の技術承

継や新商品開発等に向けた研究開発を実施する。 

拡航空宇宙生産技術開発センターにおける産学官連携の研究開発を支援【再掲】 

・ＡＩやＩｏＴ等を活用した生産技術に関する産学官連携の研究開発を支援するとともに、企業

技術者の受入れ等により、大学の実証研究機能を強化することで、研究成果を航空宇宙産業のみ

ならず県内産業へ展開する。 
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＜再生可能エネルギーへの転換加速化＞ 

（６）再生可能エネルギーへの転換加速化・エネルギー利用の効率化 

○ 再生可能エネルギーの導入拡大に向けた太陽光発電設備等の導入支援や省エネ・再エネ

設備導入に係る相談窓口の強化により、企業におけるエネルギー利用の効率化を促進する。 

新自家消費型の太陽光発電設備等の普及拡大に向けた支援 

・自家消費型の太陽光発電設備や蓄電設備の導入する事業者を支援し、電力需給ひっ迫や電気料

金高騰等への対応、脱炭素社会の実現に向けた取組みを推進する。 

新県内事業者の省エネ・再エネ設備導入に係る相談窓口の強化 

・事業者向けの省エネ診断事業を年間通じて実施できるよう機能強化するとともに、再エネ設備

に関する相談も併せて実施できる体制を構築する。 

 

＜再生可能エネルギーの地産地消の推進＞ 

（７）地域と共生した持続可能な再生可能エネルギーの創出・活用 

○ 県内の地域資源を最大限に活用した更なる再生可能エネルギーの創出に向け、地域内で

の自立・分散型エネルギーシステムの普及を促進する。 

新太陽光発電事業等の適正実施に向けた支援 

・太陽光発電事業の適正実施に向けた県内発電設備の巡回・指導を行い、地域と共生した持続可能

な発電事業の実施を支援する。 

専門家派遣等により自立・分散型エネルギーシステムの普及を促進 

・再生可能エネルギーの地産地消に取り組む市町村等へ専門家やアドバイザーを派遣するなど自

立・分散型エネルギーシステムの普及を促進する。 

新持続可能な水素エネルギーシステムの研究 

・地域における廃棄物の燃焼熱や再エネを活用して水素を製造し、地域内で水素を活用する水素

エネルギーシステムの構築を目指すための調査研究を実施する。 

次世代エネルギー産業創出コンソーシアムにおける技術開発・製品化の促進【再掲】 

・「次世代エネルギー産業創出コンソーシアム」において、大学等の研究機関が有する技術シーズ

と県内企業のニーズなど、会員間のマッチング等を支援し、技術開発・製品化を促進する。 
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＜電動車の普及拡大＞ 

（８）ＥＶ等の電動車の普及拡大 

○ 充電インフラ等の整備支援や、水素社会実現に向けた周知啓発等の取組みを推進し、環

境性能に優れた電動車の普及拡大を後押しする。 

拡ＥＶ充電インフラ整備の支援 

・普通充電設備の支援について、対象施設を商業施設全体に広げるとともに、急速充電設備も対象

に拡大し、ＥＶ等の利便性向上を図る。 

水素供給設備の整備支援 

・水素充てんインフラ整備を支援し、電動車（ＥＶやＦＣＶ等）の普及拡大と利便性向上を図る。 

拡ＦＣＶの貸出し等による電動車の普及拡大・水素社会実現に向けた理解促進 

・県内事業者へのＦＣＶの貸出し、商業施設等での周知啓発や、他県と連携したセミナー等によ

り、電動車の普及、水素社会実現への取組みを推進する。 

 

 

【主なＫＰＩ】 

・「（仮称）岐阜県ＤＸ推進コンソーシアム」における新ビジネスモデル創出支援件数 

－件 (2022年度) →   5件 (2023-2025年度累計) 

・再生可能エネルギー創出量 

9.73PJ (2021年度) → 13.88PJ (2025年度) 
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３ 人材確保・雇用対策 

 
 

 

【現状・課題】 

・ 少子高齢化、人口減少や若年層の県外流出により、県内企業は人手不足が深刻化している。 

・ 特に、県内高校生の大学進学者のうち約 8割は県外へ進学し、若年層が県外へ流出する要

因の 1つとなっている。 

・ また、急速なデジタル社会への変容により、デジタルに精通した人材の確保や成長分野へ

の円滑な労働移動を図るためには、リスキリング等が不可欠である。 

・ 加えて、障がい者雇用については、実雇用率は 2.35％（2022年 6月現在）と法定雇用率

(2.3％)を達成したものの、いまだ法定雇用率を満たしていない企業も多数あることから、

更なる就労促進に向けた取組みが必要である。 

・ そのため、若者や女性の県内就職・創業に向けた取組みやデジタル人材の育成・確保のほ

か、障がい者、外国人、就職氷河期世代の方々など多様な人材の活躍が求められている。 

 

（団体等からの主な意見） 

・ 人口減少と若年層の県外流出が相まって、産業従事人口が減少しており対策が重要。 

・ Ｕターン就職の増加に向けた県内企業の魅力発信への支援の拡充に期待。 

・ 小規模事業者は、継続的な人手不足であり人材確保に向けた支援が必要。 

・ 採用時のミスマッチ解消や若者の早期離職防止に向けた支援が必要。 

・ ＩＴ人材の確保・育成に向けたデジタルリテラシーの向上支援の推進。 

・ 離職者や非正規雇用の正社員化に向けた支援の継続が必要。 

・ 障がい者雇用の不安解消に向けた支援や、障がい者の状況に即したサポートが必要。 

 

【今後の方向性】 

・ 次世代産業の創出やＤＸの推進等を担う人材の育成・確保 

・ 地域の産業で活躍できる人材の育成、「岐阜県中小企業総合人材確保センター」を核とし

た人材の確保 

・ 企業の魅力発信等による若者の県内就職促進 

・ きめ細やかな支援による障がい者、就職氷河期世代等の就労促進 

  

   

３ 人材確保・雇用対策プロジェクト 
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【主な取組み】 

＜次世代産業の創出やＤＸの推進等を担う人材の育成・確保＞ 

（１）成長産業等における人材育成・確保 

○ イノベーションを牽引するスタートアップ創出に向けた人材の育成や成長産業への新

規参入、円滑な労働移動の促進に向け、未来を担う小中学生から即戦力となる社会人まで

幅広く人材の育成・確保に取り組む。 

新スタートアップの裾野拡大に向けた人材育成 

・起業に興味のある中高生を対象に、スタートアップの創出につながるアントレプレナー（起業家

精神）育成に向けた研修を実施する。 

イノベーション創出に向けた人材育成【再掲】 

・ＩＡＭＡＳにおける社会人短期在学コースなど、社会人の学び直し機会を提供し、イノベーショ

ンを牽引する次世代リーダーを育成する。 

小中学生から就業者まで切れ目のない航空宇宙産業人材育成の展開 

新空宙博の施設増強による小中学生向け人材育成 

・岐阜かかみがはら航空宇宙博物館の更なる誘客に向け、魅力的な企画展示が可能となるよう、新

企画棟を整備する。 

・疑似体験を可能とするＡＲ・ＭＲ等のコンテンツを充実し、魅力発信に取り組む。 

（高校生） 

・モノづくり教育プラザにおける実践的教育プログラムや航空機産業への興味喚起を目的とした

体験研修等により、高校生の就業意欲向上、質の高い若手人材育成に取り組む。 

・高校生を対象とした航空宇宙産業に関するセミナーや関連企業見学を行うほか、小型人工衛星

の設計・製作・打上げ・運用を一貫して行う実践的な「ぎふハイスクールサット」プロジェクト

を実施する。 

（大学生・社会人） 

・航空宇宙生産技術開発センターにおいて、学生や社会人技術者を対象とした生産技術に係る人

材育成プログラム、生産性向上のための研究開発を支援する。 

・岐阜県成長産業人材育成センターにおいて、航空宇宙産業の組立技能者育成等の研修を実施す

る。 

ヘルスケア産業への新規参入・生産性向上等に向けた人材育成 

・岐阜県成長産業人材育成センターを中心に、医療福祉機器分野への新規参入等に向けた研修を

実施する。 

・医薬品や食品等、多品種小ロット生産の分野の商品検査や梱包等の軽作業を代替できる産業用

ロボット導入技術者の育成研修を実施し、生産性向上や省力化を促進する。 

拡食品の品質や生産性向上等に向けた人材育成 

・即戦力人材育成のため、食品関連業界の講師を招聘し、学生や社会人向けの食品加工や検査・分

析等の実践的教育プログラムを充実する。 
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脱炭素化を推進するＥＭＳ活用人材等の育成 

・エネルギー利用の最適化を図るエネルギー・マネジメントシステム・システム（ＥＭＳ）の活用な

ど、脱炭素のノウハウを学ぶための研修を実施し、社内の脱炭素化を推進する人材を育成する。 

・岐阜県成長産業人材育成センターを中心に、再生可能エネルギー事業を活用したまちづくりに

関心のある方を対象とした人材育成研修を実施する。 

 

（２）企業のデジタル化促進に向けた人材育成・確保【再掲】 

○ デジタル化に対応した企業人材へのリスキリングや、求職者のデジタルリテラシー向上

に向けた職業訓練、ＩＴ資格の取得に向けた取組みを推進する。 

新製造現場のＤＸに必要となるリスキリング支援 

・県内中小製造業にＤＸの知識とノウハウを持った新たな人材を育成するため、製造業向けの研

修カリキュラムを開発するとともに、座学と企業内実習を組み合わせた実践的訓練を実施する。 

産業のデジタル化を担う県内企業の人材育成支援 

・県内企業等の就業内定者や就業を希望する大学生等を対象に、ＩＴ基礎知識を身につける研修

を実施する。 

・ユーザ企業に対するサービス等の提案力強化に向け、デジタルツールの活用を支援できる専門

家を育成する。 

企業内のデジタル人材の育成支援 

・県内企業等の人材を対象に、デジタル経営戦略やデジタル思考、デジタルテクノロジー等のスキ

ル取得に向けたリスキリング研修を実施する。 

データの利活用等を促進できる技術者育成 

・工業系試験研究機関において、生産技術等の向上を目的としたデータの利活用や小型ＩоＴ機

器の導入による短期かつ低コストで工場の見える化を実現できる技術者の育成研修を実施す

る。 

求職者等のデジタルリテラシー向上 

・求職者の新たな就業機会の拡大や正社員就職に向けてデジタルリテラシー向上に資する職業訓

練やＩＴ資格の取得に向けた講座を実施する。 

プロフェッショナル人材戦略拠点によるＤＸ専門人材の確保支援 

・デジタル人材の不足に対応するため、プロフェッショナル人材戦略拠点によるＤＸ専門人材の

確保に向けた取組みを支援する。 
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＜産業人材の育成・確保＞ 

（３）地域の産業で活躍できる人材の育成・確保、雇用維持 

○ モノづくり体験を通じた若年技能者の育成のほか、雇用のミスマッチ解消や成長分野へ

の労働移動、多様な働き方の促進等、「岐阜県中小企業総合人材確保センター」を核とした

人材の確保や雇用維持に向けた取組みを促進する。 

新モノづくり分野を支える若年技能者の育成 

・県内小中学生に対して熟練技能者によるモノづくりの体験授業を行うとともに、県内高校生等

に対し技能検定受検料を支援し、次世代を担う若年技能者を育成する。 

専門的知識・技術を備えた産業人材の育成 

・県立職業能力開発施設において、産業界のニーズに対応する専門的知識・技術を備えた即戦力と

なる人材を育成する。 

・若者・女性等の職場定着を支援する中小企業等合同新入社員研修、モノづくり女子塾等を開催す

る。 

・国際たくみアカデミーや航空宇宙生産技術開発センター等における社会人向け講座を充実し、

社会人が学ぶ機会を拡大することで、企業における学び直しによる人材育成を促進する。 

・求職者の新たな就業機会の拡大や正社員就職に向けてデジタルリテラシー向上に資する職業訓

練やＩＴ資格の取得に向けた講座を実施する。【再掲】 

「岐阜県中小企業総合人材確保センター」を核とした人材確保・定着支援 

・雇用のミスマッチ解消に向け、人材確保に関する個別相談会を開催するなど、企業の特性に合わ

せたきめ細やかな支援を実施する。 

・県中小企業総合人材確保センターによる就労支援のほか、企業のリスキリングによる成長分野

への円滑な労働移動に向けた取組みを促進する。 

・「産学金官連携人材育成・定着プロジェクト推進協議会」と連携した高校生のキャリア教育や求

人需要が高い製造業での大学生による企業実習等により、若者の県内就職を促進する。 

多様な働き方の実現に向けた周知啓発 

・国や関係団体と連携し、テレワーク、兼業・副業などの多様な働き方の実現に向けた周知啓発を

行い、働く人の個々のニーズに沿った働き方を促進する。 

拡航空宇宙産業における若者の職場定着・離職防止 

・コロナ禍の影響により、雇用確保・維持が困難となっている航空宇宙産業において、魅力発信セ

ミナーなどを開催し、若者の職場定着・離職防止を図る。 
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＜若者の県内就職促進＞ 

（４）若者のＵターン就職・転職促進 

○ Ｕターン就職促進イベントの開催や県内最大規模の合同企業展「オール岐阜・企業フェ

ス」により県内企業の魅力を発信するなど、若者の県内就職・転職に向けた取組みを推進

する。 

新対策拠点の整備等によるＵターン就転職支援の強化 

・Ｕターン就転職対策拠点として、「岐阜県中小企業総合人材確保センター」岐阜出張相談窓口を

リニューアルし、他県への通勤・通学者に向けた県内企業への就職支援を強化する。 

「オール岐阜・企業フェス」等による県内企業の魅力発信 

・県内最大規模の合同企業展「オール岐阜・企業フェス」や県内企業の魅力発信Ｗeb サイト「ギ

フッシュ」の活用など、リアルとオンラインを併用した県内企業の魅力発信に取り組み、中小企

業への若手人材の確保を支援する。 

協定締結大学との連携等によるＵターン就職促進 

・県外の協定締結大学等と連携し、県内の企業や仕事の魅力を伝える企業説明会、Ｕターン就転職

促進イベント、インターンシップを開催するなど、県内企業へのＵターン就職を促進する。 

移住による就業等や中小企業等の人材確保を促進 

・東京圏在住者と県内中小企業等を対象としたマッチングサイトや、県内移住者の就業・起業への

支援金制度により、移住による就業や中小企業等の人材確保を促進する。 

県外からのプロフェッショナル人材の受入れ支援 

・プロフェッショナル人材受入に関するセミナーや企業訪問等を実施するとともに、受入に向け

た取組みを支援し、成長が見込まれる県内企業の経営改善を促進する。 

 

（５）女性の起業支援・人材育成 

○ 近年増加する女性の創業に関する相談への支援やモノづくり分野で活躍する女性人材

の育成を推進する。 

新スタートアップの事業化支援【再掲】 

・ロールモデルとなるスタートアップの創出に向け、「（仮称）ぎふスタートアップ支援コンソーシ

アム」が認定したスタートアップを優遇する新たな創業資金の創設、補助制度の上限を拡大する

とともに、女性や障がい者による起業には更なる制度拡充を図り、支援を重点化する。 

女性創業アドバイザーの設置による女性起業家育成【再掲】 

・「女性創業アドバイザー」を設置し、女性の起業に特化した相談対応を行う。 

モノづくり分野等で活躍する女性人材の育成 

・モノづくり企業に在職する女性社員のスキルアップ・職場定着を支援する「モノづくり女子塾」

を開催する。 

・女子学生・生徒と建築業で活躍する女性の交流を図る「たくみ女子会」を関係団体と連携して開

催し、建築業に従事する女性の拡大を推進する。 
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＜障がい者、就職氷河期世代等の就労促進＞ 

（６）障がい者の就労支援 

○ 「岐阜県障がい者総合就労支援センター」を核として就労相談、職業訓練、マッチング、

職場定着までを一体的に支援する。 

新企業への働きかけの強化 

・「（仮称）障がい者雇用機会多様化アドバイザー」を「岐阜県障がい者総合就労支援センター」に

設置し、短時間雇用に係る企業への働きかけや就労支援機関の対応力の強化を図る。 

精神障がい者の就労支援 

・同センターに配置した「精神障がい者就労支援ワーカー」により、増加する精神障がい者からの

相談への対応力を強化し、就労の拡大・継続に向けた取組みを推進する。 

障がい者を雇用する企業へのきめ細やかな支援 

・「岐阜県障がい者雇用企業支援センター」において、障がい者雇用に関する専門的な助言や、企

業経営者向けの啓発、企業内支援者の養成、就労相談会の開催など、障がい者を雇用する企業へ

のきめ細やかな支援を実施する。 

 

（７）高齢者、外国人、就職氷河期世代の就労促進 

○ 働く意欲のある高齢者、外国人、就職氷河期世代の方々へのきめ細やかな支援により、

多様な人材の就労を促進する。 

高齢者の就労促進 

・高齢者の就業意欲の喚起や人材の育成に取り組む「岐阜県シルバー人材センター連合会」と連携

し、高齢者の就労を促進する。 

企業等における外国人材の活用、就労促進 

・「岐阜県中小企業総合人材確保センター」において、企業等に対する外国人材活用に関する情報

提供や相談窓口の設置、各分野における外国人受入に向けた業界ニーズを踏まえた必要な支援

策を実施するとともに、外国人の起業活動などの促進を図る。 

拡就職氷河期世代の方々の就労促進 

・ＩＴ資格取得の支援や、正社員化を推進する事業主を奨励する等きめ細やかな支援を行い、就職

氷河期世代の方自らの希望に沿った、意欲・能力を活かした就労を促進する。 

 

【主なＫＰＩ】 

・企業向けＤＸ・リスキリング研修修了者数 

272人 (2021年度) → 1,600人 (2023-2027年度累計) 

・県出身大学生の県内企業就職率 

41.1% (2021年度)  → 50.0% (2027年度) 
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４ 新次元の地方分散への対応 
 

 

 

【現状・課題】 

・ これまで、製造業等を中心とした企業誘致を積極的に展開し、2021 年の工場立地動向調

査では、工場立地件数・面積ともに全国第 3位となるなど着実に成果を上げている。 

・ また、コロナ禍による働き方の多様化により急成長しているサテライトオフィスにおいて

も、2022年の総務省の開設オフィス調査において、全国第 3位となったところである。 

・ 今後は、経済・産業活動の基盤となる東海環状自動車道の全線開通やリニア中央新幹線開

業を見据え、製造業に加え、物流関連産業、半導体関連やデータセンターなどのデジタル関

連産業の誘致を進めるとともに、サテライトオフィスの誘致推進など、企業・人の地方回帰

の流れを捉えた取組みが求められる。 

 

（団体等からの主な意見） 

・ 今後の東海環状自動車道全線開通やリニア中央新幹線開業を見据え、本県の優位性

を活かした企業の誘致を積極的に実施すべき。 

・ 地方への移転を検討しているＩＴ企業は多く、場所にとらわれないビジネススタイ

ルが浸透する見込み。 

・ リモートワークの就業場所の確保など、新たな労働環境確保に向けた対策が必要。 

・ 県外の大学に進学した若者が就職時に県内へ戻っていない。 

 

【今後の方向性】 

・ 東海環状自動車道全線開通やリニア中央新幹線開業を見据えた戦略的な企業誘致等の 

推進 

・ 今後成長が見込まれるデジタル産業の誘致推進 

・ 都市部からの本社機能移転につながるサテライトオフィスの誘致推進・県内定着促進 

・ 地方分散を捉えた若者等の県外人材の確保・県内への就職促進 

  

 

  

４ 新次元の地方分散対応プロジェクト 
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【主な取組み】 

＜企業誘致等の推進＞ 

（１）戦略的な企業誘致の推進・工場用地開発 

○ 東海環状自動車道全線開通やリニア中央新幹線開業を見据え、補助制度の拡充や交通ア

クセスの利便性など本県立地の優位性をＰＲし、県外企業の本社機能や製造業、物流関連

産業等の誘致を推進するとともに、市町村と連携し更なる工場用地の開発を促進する。 

拡企業・地元市町村のニーズに応じた企業立地の促進 

・成長分野を中心とした企業誘致活動に加え、新たに「物流関連産業」を企業立地補助制度に追加

するなど、企業・地元市町村のニーズに応じ、補助や優遇税制の拡充・見直しを図り、企業立地

を促進する。 

拡本社機能移転の促進 

・都市部に本社がある企業への誘致活動を強化するため、対象事業部門を拡充するなど本社機能

移転補助制度の見直しを行い、研究所・研修所などの本社機能移転を促進する。 

デジタル技術を活用した企業誘致の推進 

・オンラインによる企業誘致活動や、展示会での工場用地の紹介にドローンを活用する等、デジタ

ル技術を用いた企業誘致の推進を図る。 

拡市町村と連携した工場用地開発の促進 

・市町村が行う工場用地候補地への調査対象を拡充し、農村地域における工場用地開発の促進を

図る。 

 

＜デジタル産業の誘致推進＞ 

（２）デジタル産業の誘致推進 

○ 今後成長が見込まれるデジタル産業の誘致を推進する。 

半導体関連産業やデータセンター等の誘致 

・市町と連携し、今後成長が見込まれる半導体関連産業やデータセンター等、デジタル産業の誘致

を推進する。 
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＜サテライトオフィス誘致推進・県内定着促進＞ 

（３）サテライトオフィス誘致活動の展開・開設支援・定着促進 

○ 企業、人の地方回帰の流れを捉え、都市部を中心としたサテライトオフィス誘致を推進

するとともに、入居企業の県内定着を促進する。 

新サテライトオフィス進出企業と地元企業等の連携による県内定着の促進 

・サテライトオフィスに進出する県外企業と地元企業等が連携して行う地域資源を活用した取組

みを支援し、進出企業の県内定着を促進し、地域の活性化を図る。 

サテライトオフィスの誘致 

・ＩＴ企業等の利用が見込まれるサテライトオフィスの活用促進に向け、入居経費を支援するな

ど、都市部からの本社機能移転につながるサテライトオフィスの誘致を推進する。 

 

＜県外人材の確保・県内への就職促進＞ 

（４）県外人材の確保、Ｕターン就職・転職促進 

○ 県外からのプロフェッショナル人材の受入れ支援や、県内企業の魅力発信により、県外

人材の確保や県内への就職・転職に向けた取組みを推進する。 

移住による就業等や中小企業等の人材確保を促進【再掲】 

・東京圏在住者と県内中小企業等を対象としたマッチングサイトや、県内移住者の就業・起業への

支援金制度により、移住による就業や中小企業等の人材確保を促進する。 

県外からのプロフェッショナル人材の受入れ支援【再掲】 

・プロフェッショナル人材受入に関するセミナーや企業訪問等を実施するとともに、ＤＸ人材や

副業・兼業人材を含む人材の受入に向けた取組みを支援し、成長が見込まれる県内企業の経営改

善を促進する。 

新対策拠点の整備等によるＵターン就転職支援の強化【再掲】 

・Ｕターン就転職対策拠点として、「岐阜県中小企業総合人材確保センター」岐阜出張相談窓口を

リニューアルし、他県への通勤・通学者に向けた県内企業への就職支援を強化する。 

協定締結大学との連携等によるＵターン就職促進【再掲】 

・県外の協定締結大学等と連携し、県内の企業や仕事の魅力を伝える企業説明会、Ｕターン就転職

促進イベント、インターンシップを開催するなど、県内企業へのＵターン就職を促進する。 

 

【主なＫＰＩ】 

・新規企業立地件数  

405件 (2012-2021年累計)   →   450件 (2018-2027年累計) 

・プロフェッショナル人材の県内企業への就業件数 

1,047件 (2017-2021年度累計) → 1,150件 (2023-2027年度累計) 
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５ 県産品の世界展開 

 

 

 

 

【現状・課題】 

・ コロナ禍の長期化や物価高騰等により国内市場が厳しさを増す中、海外市場へ活路を求め、

これまで大手海外ＥＣサイトを通じた欧米や中国への販売、オンラインでの商談会等、デジ

タルを活用した販路開拓を展開してきた。今後は、入国制限の緩和によるオンラインとリア

ルを併用した販路拡大に向けた取組みが必要である。 

・ 国内においては、これまでの首都圏への取組みに加え、2025年に開催を控える大阪・関西

万博を見据え、新たに関西圏を視野に入れた販路開拓に取り組む好機である。 

・ そのため、事業者の競争力を高めていくためには、海外展開では、岐阜県人会インターナ

ショナル（GKI）との連携によるプロモーション、国内展開では、関西圏への取組みを強化

するほか、国内外のニーズに通用する新商品開発等、海外・国内両市場の販路開拓・拡大が

求められる。 

 

（団体等からの主な意見） 

・ コロナ禍によるＥＣ市場規模の拡大に対応した販路開拓支援が必要。 

・ 中小企業の海外市場への参入、販路拡大に向けたサポートが必要。 

・ 海外展開においては、オンラインのみならず対面でのプロモーションに期待。 

・ 社会環境の変化に対応する新商品開発等の支援は、事業者の活力となるため継続が

必要。 

 

【今後の方向性】 

・ 海外ネットワークとの連携強化によるプロモーション展開、デジタル・リアルを併用した

県産品の海外への販路開拓・拡大を推進 

・ 大阪・関西万博の開催を見据え、関西圏での効果的なプロモーション展開等により、販路

拡大を推進 

・ 国内外のニーズに通用する新商品開発や商品のブラッシュアップ支援により、県産品のブ

ランド力を向上 

 

 

   

５ 県産品の世界展開プロジェクト 
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【主な取組み】 

＜海外への販路開拓・拡大＞ 

（１）県産品の世界展開に向けた販路開拓・拡大支援 

○ これまで培った海外ネットワークに加え、岐阜県人会インターナショナル（ＧＫＩ）と

連携した現地でのプロモーションの実施やグローバル・アンテナ・ショップ（ＧＡＳ）の

開拓など販路拡大を実施する。 

新ＧＫＩと連携したプロモーション展開・ＧＡＳの開拓 

・岐阜県人会インターナショナル（ＧＫＩ）のネットワークを活用し、新たに世界各地での県産品

のＰＲやＧＡＳの開拓等、販路拡大の取組みを推進する。 

拡「国際陶磁器フェスティバル美濃」や海外企業等との陶磁器の魅力発信 

・「国際陶磁器フェスティバル美濃」を地元市や業界団体と連携して開催し、陶磁器の魅力を国内

外に向けて発信する。 

・海外の協定締結企業と県内企業の人材交流や海外展示会を地元市や業界団体と連携して実施し、

産業振興につなげる取組みを推進する。 

海外ＥＣサイトを活用した販路拡大 

・海外ＥＣサイトへ県産品を出品するほか、海外バイヤーとのオンライン商談会を実施し、県産品

の販路拡大を図る。 

海外ネットワークを活用した新たな販路の創出 

・「観光・食・モノ」一体となったプロモーションを展開するとともに、海外主要都市のバイヤー

やＧＡＳ等と連携して販売機会の創出を推進する。 

 

＜大阪・関西万博を見据えた販路拡大＞ 

（２）国内における販路拡大支援 

○ 首都圏での集客力の強い見本市や大手百貨店等での出展に加え、大阪・関西万博の開催

を見据え、関西圏への発信力を強化し、県産品の認知度向上・販路拡大を図る。 

新大都市圏をターゲットとした販路拡大の強化 

・2025 年の大阪・関西万博の開催を見据え、首都圏に加え関西圏にも県産品販売コーナーを設置

し、大都市圏における県産品の販路拡大の取組みを強化する。 

拡展示会等への出展支援 

・首都圏に加え関西圏で開催される全国規模の伝統的工芸品展示会等、知名度が高く集客力の強

い見本市等への出展を支援する。 

新「THE GIFTS SHOP」の拡張による県産品販売の強化 

・県産品販売と情報発信の拠点である「THE GIFTS SHOP」の店舗を拡張し、店舗販売の充実を図る

とともに、店舗と一体となったＥＣサイトを展開し、県産品の販路を拡大する。 
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＜新商品開発・ブランド力の向上＞ 

（３）著名デザイナーとの連携等による新商品開発・ブランド力向上 

○ 知名度の高いデザイナーや専門家の助言、テストマーケティングを通じた新商品の開発

や商品のブラッシュアップを実施し、国内・海外のニーズに通用するブランド力の向上を

図る。 

著名デザイナー等と連携した新商品開発支援 

・著名デザイナー等と連携した新商品の開発や商品のブラッシュアップ、大都市圏のバイヤーと

連携したテストマーケティング等を行い、消費者のニーズに応える商品づくりを推進する。 

新商品開発、出展支援等によるブランド力の向上 

・美濃和紙ブランドの新商品開発を支援するとともに、国内外の見本市や展示会への出展を支援

する。 

・地場産品の商談会等を実施し、新事業展開や販路拡大を図り、ブランド力の向上を図る。 

 

＜地場産業の振興＞ 

（４）地場産業の持続可能な発展に向けた支援 

○ 新商品開発や販路開拓、後継者確保・技術承継など、持続可能な発展に向けた取組みを

支援する。 

地場産業の新商品開発・販路開拓 

・地場産品の新商品開発・生産に必要な施設の整備や機械の導入支援や、国内外における見本市等

への出展、フェア開催等の販路開拓に向けた取組みを支援する。 

伝統産業の技術承継・後継者確保支援 

・伝統的工芸品の製作技術等の承継に向け、新たな工房の設置を支援するなど、後継者の育成・確

保に向けた取組みを推進する。 

・伝統工芸品の事業者によるＥＣサイトの構築やＷｅｂでの情報発信支援のほか、伝統産業に携

わる職人向けのデジタル技術向上研修を行う等、販路拡大を支援する。 

 

 

【主なＫＰＩ】 

・グローバル・アンテナ・ショップ（ＧＡＳ）店舗数 

  14店舗(2022年度) → 19店舗(2027年度) 

・海外見本市等への出展支援を受けた県内企業の成約金額（平均） 

300万円(2020年度) → 3,900万円(2027年度) 

  



 

- 26 - 

 

 

６ 世界に選ばれる持続可能な観光地域づくり 
 

 

 

【現状・課題】 

・ これまでの取組みにより、観光消費額拡大など着実な成果をあげてきたが、新型コロナウ

イルス感染症により、観光需要はかつてない落ち込みとなり、県内観光産業は深刻な影響を

受けたところ。 

・ このため、観光産業の早期回復を図りつつ、あらためて基幹産業化に向けた取組みを進め

ていく必要がある。 

・ 基幹産業化に向けては、まず、本県が「世界から選ばれる観光地」となるべく、世界の観

光の潮流であるサステイナブル・ツーリズムを推進し、本県の強みである魅力ある地域資源

を活用した体験プログラムの充実や、新たな魅力の掘り起こしなど、地域と一体となった取

組みが求められる。 

・ また、慢性的な人材不足や事業者の高齢化は、観光需要の回復に伴い深刻化しており、デ

ジタル技術等の活用による業界全体の業務効率化・生産性向上を促進し、労働環境の改善を

進めつつ、より一層収益を上げる体制構築が求められている。 

・ 加えて、さらなる誘客促進及び観光消費拡大には、観光客の行動実態や興味等を把握し、

それを効果的なプロモーションにつなげる観光マーケティングの確立や、観光資源をストー

リーで結ぶ周遊ルートの構築が有効である。 

 

（団体等からの主な意見） 

・ 伝統、文化、匠の技など、ＳＤＧｓに関するものへの関心が非常に高い。 

・ 持続可能な観光地域づくりに向けて地域が行う取組みへの支援に期待。 

・ 人材確保に苦慮している宿泊施設が多く、インバウンド再開を見据えた対策が必要。 

・ 宿泊施設における生産性向上は重要な取組みであるため、県の協力に期待。 

・ 滞在時間の長い関東、関西などの都市圏からの誘客に向けた取組みが必要。 

・ デジタルマーケティングを行っているが、分析データをうまく活用出来ない状況。 
 

【今後の方向性】 

・ 地域連携により、本県の強みである自然や歴史、文化を守りつつ、観光活用していくサス

テイナブル・ツーリズムを推進 

・ 地域連携による観光人材確保・デジタル技術等活用による生産性向上の支援 

・ 観光消費拡大に向けて、本県ならではの観光資源の魅力を最大限活用した誘客プロモーシ

ョンを展開 

   

６ 世界に選ばれる持続可能な観光地域づくりプロジェクト 
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【主な取組み】 

＜サステイナブル・ツーリズムの推進＞ 

（１）地域資源の保全・活用による観光地域づくり 

○ 世界的にＳＤＧｓへの関心が高まる中、本県の強みである自然や歴史、文化を地域ぐる

みで守りつつ、それを観光活用していく、サステイナブル・ツーリズムを推進する。 

「住んでよし、訪れてよし」の地域づくりの促進 

・世界に選ばれる観光地域づくりに向けて、地域の多様な関係者で合意形成する仕組みの構築を

促進する。 

・「NEXT GIFU HERITAGE（ネクスト ギフ ヘリテージ）～岐阜未来遺産～」など地域ぐるみで観光

資源を守り、それを持続的に活用する取組みを支援し、観光をテーマに「稼げる」地域づくりを

促進する。 

・「長良川流域」「東美濃歴史街道」「木曽川中流域」など、市町村連携による持続可能な観光に向

けた取組みを支援する。 

新ユニバーサルツーリズムの普及促進 

・障がい者や高齢者だけでなく、妊婦や乳幼児連れの人、外国人など、本県を訪れる誰もが気兼ね

なく観光を楽しめる環境づくりを進める。 

 

（２）関ケ原古戦場を核とした戦国・武将観光の推進 

○ 関ケ原古戦場を中心に、県内はもとより全国各地の戦国・武将ゆかりの観光資源をつな

ぎあわせ、天下分け目の地に帰結する戦国・武将観光を確立する。 

戦国・武将を切り口とした広域周遊観光の推進 

・岐阜関ケ原古戦場記念館を核とした武将イベントを定番開催するとともに、日本最大のフィー

ルドミュージアムである関ケ原古戦場のさらなる魅力向上に努める。 

・歴史観光を推進する県内外の関係自治体と連携プロモーションを行い、相互誘客・広域歴史周遊

観光を進める。 

・戦国・武将関係の地域資源の魅力発信や受入環境整備を支援し、地域の観光消費拡大につなげ

る。 
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＜観光人材の確保・育成及び生産性の向上＞ 

（３）地域連携による観光人材の確保・育成 

○ 地域の関係事業者と連携し、観光業の人材確保・育成を促進する。 

拡観光人材の確保及び職場環境改善の促進 

・観光業で働く魅力を広く発信するとともに、宿泊施設や大学等との連携強化により、県内観光業

の人材確保を促進する。 

・経営課題の明確化や競争力強化につなげる経営者・管理職向け研修会を開催するなど、地域のキ

ーとなる観光人材の育成を支援する。 

 

（４）デジタル技術等の活用による生産性向上の取組み支援 

○ デジタル技術等の活用をはじめ、観光事業者が生産性向上、業務効率化に向けて行う先

進的な取組みを支援し、より一層の収益をあげる体制の構築を促進する。 

生産性向上による職場環境改善の支援 

・デジタル技術の導入や経営課題の解決に資する業務効率化・生産性向上に向けたセミナー開催

等により、事業者の職場環境改善とサービスの高付加価値化につなげる。 

 

＜観光消費拡大に向けた誘客プロモーションの展開＞ 

（５）ターゲット層のニーズに合わせた魅力発信 

○ 白川郷や飛騨高山、奥飛騨温泉郷、下呂温泉、郡上八幡、長良川鵜飼、馬籠宿といった

主要観光地はもとより、和紙や刃物、陶磁器、木工など世界が認める匠の技、飛騨牛や長

良川の鮎、富有柿を始めとする食など、本県ならではの観光資源の魅力を最大限活用し、

誘客拡大を促進する。 

拡じまんの資源の魅力を最大限活用した誘客プロモーションの展開 

・地歌舞伎や中山道などの歴史文化、中部山岳国立公園や木曽三川を始めとする自然、本県を舞台

としたドラマやアニメなどのコンテンツを活用し、ターゲット層に合わせた誘客プロモーショ

ンを展開する。 

・世界レベルの認知を目指す観光プログラム「NEXT GIFU HERITAGE（ネクスト・ギフ・ヘリテー

ジ）～岐阜未来遺産～ 」認定制度等を活用し、サステイナブル・ツーリズムの海外向けプロモ

ーションを展開する。 

拡時勢を捉えた誘客プロモーションの展開 

・東海環状自動車道の全線開通や北陸新幹線の延伸、リニア中央新幹線の開業といった新たなイ

ンフラ整備を見据え、隣接県と連携した広域周遊観光の誘客プロモーションを展開する。 

・世界中から注目が集まる大阪・関西万博の開催を見据え、関西圏の府県とも連携し、アジアや欧

米豪市場をターゲットとした集中的な誘客プロモーションを展開する。 
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（６）国内外へのデジタルプロモーションの推進 

○ デジタル技術等を活用したマーケティングに官民連携で取り組み、国内外からの誘客拡

大を促進する。 

拡官民連携によるデジタルマーケティングの推進 

・県内観光関係者のデジタルマーケティングの浸透に向け、研修会を実施するなど、マーケティン

グ人材の育成を促進する。 

・電子観光クーポン「ぎふ旅コイン」の利用データを分析し、誘客プロモーションに活用する。 

 

 

【主なＫＰＩ】 

・観光消費額       1,721億円(2021年) → 3,300億円(2027年) 

・観光入込客数（実数） 3,842万人(2021年) →  4,900万人(2027年) 

  



 

- 30 - 

 

ＫＰＩ（重要業績指標）一覧  

  (※)PJ：ペタジュール（熱量の単位） 

 

 

１ 新たな産業活力創出 現状値 目標値 

ＥＶ化対応着手事業者数 
5事業者 

(2022年度) 

120事業者 

(2022-2027年度累計) 

県内航空宇宙産業関連の製造品出荷額 
2,543億円 

(2020年) 

2,800億円 

(2027年) 

県内医療機器・医薬品産業の生産金額 
2,000億円 

(2022年) 

2,420億円 

(2027年) 

県内食料品製造業(４人以上)の製造品出荷額 
4,077億円 

(2020年) 

4,791億円 

(2027年) 

アントレプレナーシップ教育受講者数 
- 

(2022年度) 

300人 

(2023-2027年度累計) 

ロールモデルとなるスタートアップ認定件数 
- 

(2022年度) 

35件 

(2023-2027年度累計) 

従業員１人当たりの付加価値額 
985万円 

(2020年) 

1,270万円 

(2027年) 

試験研究機関の依頼試験数及び開放機器利用件数 
35,839件 

(2021年度) 

38,300件 

(2027年度) 

２ 「ＤＸ」・「ＧＸ」推進加速化 現状値 目標値 

「（仮称）岐阜県ＤＸ推進コンソーシアム」会員数 
276者 

(2022年度) 

300者 

(2025年度) 

「（仮称）岐阜県ＤＸ推進コンソーシアム」におけ

る新ビジネスモデル創出支援件数 

－ 

(2022年度) 

5件 

(2023-2025年度累計) 

企業向けＤＸ・リスキリング研修修了者数 
272人 

(2021年度) 

1,600人 

(2023-2027年度累計) 

ＩＴパスポート受験者数 
2,168人 

(2021年度) 

2,400人 

(2027年度) 

ＤＸ伴走型支援事業者数 
38事業者 

(2021年度) 

250事業者 

(2023-2027年度累計) 

再生可能エネルギー創出量 
9.73 PJ (※) 

(2021年度) 

13.88 PJ(※) 

(2025年度) 

最終エネルギー消費量 
167.6 PJ(※) 

(2019年度) 

143.0 PJ(※) 

(2025年度) 

次世代エネルギー産業創出コンソーシアムにおけ

る技術開発助成件数 

49件 

(2022年度) 

68件 

(2025年度) 
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３ 人材育成・雇用対策 現状値 目標値 

アントレプレナーシップ教育受講者数［再掲］ 
- 

(2022年度) 

300人 

(2023-2027年度累計) 

企業向けＤＸ・リスキリング研修修了者数［再掲］ 
272人 

(2021年度) 

1,600人 

(2023-2027年度累計) 

航空宇宙産業人材育成数 
4,117人 

(2012-2021年度累計) 

9,100人 

(2012-2027年度累計) 

空宙博入館者数（年間） 
13万人 

(2021年度) 

50万人 

(2027年度) 

成長産業分野（航空宇宙を除く）を対象とした研修

受講者数(累計） 

3,062人 

(2016-2021年度累計) 

6,650人 

(2016-2027年度累計) 

県出身大学生の県内企業就職率  
41.1% 

(2021年度) 

50.0% 

(2027年度) 

県中小企業総合人材確保センターにおける企業 

からの相談件数 

2,833件 

(2017-2021年度累計) 

3,000件 

(2023-2027年度累計) 

プロフェッショナル人材の県内企業への就業件数 
1,047件 

(2017-2021年度累計) 

1,150件 

(2023-2027年度累計) 

県内民間企業の障がい者実雇用率 
2.35% 

(2022年) 

2.70% 

(2027年) 

県内高校生の技能検定受検者数 
692人 

(2021年度) 

3,600人 

(2023-2027年度累計) 

４ 新次元の地方分散対応 現状値 目標値 

新規企業立地件数 
405件 

(2012-2021年累計) 

450件 

(2018-2027年累計) 

工場用地開発面積 
200ha 

(2015-2021年度累計) 

350ha 

(2015-2027年度累計) 

県出身大学生の県内企業就職率［再掲］ 
41.1% 

(2021年度) 

50.0% 

(2027年度) 

プロフェッショナル人材の県内企業への就業件数

［再掲］ 

1,047件 

(2017-2021年度累計) 

1,150件 

(2023-2027年度累計) 



 

- 32 - 

 

 

 

 

ＳＤＧｓ一覧 

  

５ 県産品の世界展開 現状値 目標値 

グローバル・アンテナ・ショップ（ＧＡＳ）店舗数 
14店舗 

(2022年度) 

19店舗 

(2027年度) 

海外見本市等への出展支援を受けた県内企業の成約

金額（平均） 

300万円 

(2020年度) 

3,900万円 

(2027年度) 

県産品販売・情報発信拠点「THE GIFTS SHOP」で   

取り扱う事業者の新規開拓数 

344事業者 

(2020-2021年累計) 

500事業者 

(2020-2027年累計) 

６ 世界に選ばれる持続可能な観光地域づくり 現状値 目標値 

観光消費額 
1,721億円 

(2021年) 

3,300億円 

(2027年) 

観光入込客数（実数） 
3,842万人 

(2021年) 

4,900万人 

(2027年) 

外国人延べ宿泊客数 
3万人 

(2021年) 

200万人 

(2027年) 
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関係データ集  
 

＜１＞ 新たな産業活力創出プロジェクト 
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- 35 - 

 

 

＜２＞ 「ＤＸ」・「ＧＸ」推進加速化プロジェクト 
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＜３＞ 人材育成・雇用確保プロジェクト 
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＜４＞ 新次元の地方分散対応プロジェクト 
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＜５＞ 県産品の世界展開プロジェクト 
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＜６＞ 世界に選ばれる持続可能な観光地域づくりプロジェクト 

 

 

 



ぎふ経済レポート

令和４年１２月分

岐阜県商工労働部

※企業等へのヒアリングは１月４日～６日を中心に実施し、１月１３日時点で作成。

参考資料



景気動向

1

○１０月の景気動向指数（一致指数）は、
１０３．１で前月比２．１ポイント上昇となった。

○１１月の県内中小企業の景況感は、▲１２で前
月比８ポイント上昇となった。

○１－３月期の景況ＤＩ見通しは、製造業で前期比
６．２ポイント上昇、非製造業で同▲４．４ポイン
トとなった。売上高ＤＩ見通しは、製造業で前期
比▲９．６ポイント、非製造業で同▲７．４ポイン
トとなった。



製造業

2

 価格転嫁は原材料価格上昇分の５０％程度に止まっている。苦しい状況は自社だけではないため、全てを価格転
嫁することは困難。企業努力でカバーするしかないと考えている。（輸送機械）

 以前から続く半導体不足により、１２月に大手自動車メーカーが生産台数の減産を発表。この影響で、同月の受注
は計画の５０％となった。原材料高が続く中、利益を圧迫している。（非鉄金属）

現場の動き

○１０月の鉱工業生産指数（季節調整済）は､
１０５．１で前月比３．６％上昇となった。

○産業別の前月比では、化学工業、輸送機械、
鉄鋼業で上昇した一方で、金属製品、はん用、
電気機械、プラスチック製品工業、窯業・土石、
非鉄金属で低下した。

○１０月の主な産業の指数は、化学工業で前月比
２５．０％、輸送機械で同２１．２％、鉄鋼業で同
３．５％上昇した一方で、金属製品で同
▲７．８％、はん用で同▲２．９％、電気機械で同
▲２．６％、プラスチック製品工業で同▲２．１％、
窯業・土石で同▲１．８％、非鉄金属で同
▲１．１％となった。

（※新型コロナ感染症、原油や資材高騰、ウクライナ情勢に伴う経済変動の影響はＰ６にも掲載）



製造業－２

3

 ウール素材は前年比２０～３０％、綿素材は同１０％上昇しているが、売れ行きが悪化することを懸念し販売価
格を据え置いているため、利益を圧迫している。（繊維・アパレル）

 貿易について、ウクライナ情勢の影響により、航路変更を余儀なくされており、欧州向けの商品出荷に影響が出
ている。また、最近は為替相場の乱高下が激しく、安定的な受注の確保が困難な状況。（刃物）

 工場の電気代が昨年比で約２倍となっている。これまでは、コスト上昇分を自社で吸収していたが、状況が改善
しないため、令和５年１月より価格転嫁を行うことを決定した。（刃物）

 １２月の売上は、お歳暮や贈答用商品の需要があり、前年同月比１２０％となった。（食品）

○１０月の地場産業（刃物を除く）の鉱工業生産指数は、繊維工業で前年同月比０．５％上昇した一
方で、木材・木製品で同▲１０．８％、食料品で同▲８．０％、家具で同▲２．２％、窯業・土石で同
▲１．８％、パルプ・紙で同▲１．０％となった。

現場の動き （※新型コロナ感染症、原油や資材高騰、ウクライナ情勢に伴う経済変動の影響はＰ６にも掲載）



輸 出（名古屋税関管内）

○１１月の輸出額（全国）は､８兆８，３７１億円で前年同月比２０．０％増加した。

○１１月の輸出額（名古屋税関内）は、２兆１６０億円で前年同月比１６．２％増加し、１０ヶ月連続で前
年同月を上回った。

○中国向けは、全体で前年同月比▲３．７％となった。その内、一般機械で同２．８％増加した一方で、
輸送機械で同▲２５．４％、電気機械で同▲２．５％となった。
アメリカ向けは、全体で前年同月比１１．９％増加となった。その内、一般機械で同３４．８％、輸送機
械で同６．６％増加したものの、電気機械で同▲５．４％となった。

4



設備投資

○１－３月期の設備投資実施見通しは前期比▲３．０ポイント、設備投資意欲ＤＩ見通しは同
▲０．４ポイントとなった。設備投資実施見通しの目的別では、「省エネルギー」で前期比３．７ポイン
ト上昇、 「生産能力拡大・売上増」で同１．５ポイント上昇となった。

○１１月の全国の金属工作機械受注額は、全体では前年同月比▲７．７％と２ヶ月連続で前年を下
回った。内訳は国内受注は同▲８．７％と３ヶ月連続、海外受注は同▲７．２％と２ヶ月連続で前年
を下回った。

 主要取引先からの受注増加に伴い、新規設備の導入等を検討している。（輸送機械）
 ソーラーパネル設置や照明のＬＥＤ化など、ＳＤＧｓ関連の設備投資を積極的に行っていく予定。（陶磁器）
 今春にショールームのリノベーション、来年には窯の更新を行う予定。（陶磁器）
 現設備の更新及び増産目的の設備投資を検討中。（刃物）
 今夏以降に工場増設を検討している。増設に伴い、新規設備も導入予定。（刃物）

 物価高の影響やゼロゼロ融資の返済が開始することなどから、運転資金が切迫している取引先が増えている
ため、設備資金の案件は少なくなってきている。（金融機関からのヒアリング）

現場の動き

5

（※新型コロナ感染症、原油や資材高騰、ウクライナ情勢に伴う経済変動の影響はＰ６にも掲載）



6

新型コロナウイルス感染症、原油や資材高騰、ウクライナ情勢に伴う経済変動の影響について

＜新型コロナウイルス感染症による影響＞

 中国国内で新型コロナウイルス感染症が再拡大しているため、同国からの部材輸入が滞り、日本国内の自動
車、農機具、家電、各メーカーの生産に影響が出始めている。（輸送機械、生産用機械器具）

 中国のゼロコロナ政策による経済の停滞、そして同政策の緩和が引き起こす感染症再拡大による中国国内の
混乱の影響により、中国向けの商談や売上が低迷し続けている。改善の見通しも立たない。（生産用機械器具）

 売上は、新型コロナ感染症まん延前の７～８割で推移しており、収益面で非常に厳しい状況が続いている。この
売上推移で収益体制を構築するか、新規事業や新商品で新たな売上を作っていかなければ、企業としての存
続が厳しくなってくる。（繊維・アパレル）

＜原油・資材高騰・ウクライナ情勢による影響＞

 エネルギー価格が前年同月比で３５％上昇している。鋼材価格上昇による価格転嫁は顧客に認めてもらえてい
るが、エネルギー価格や消耗品等の値上がりは自社で吸収する必要があり、利益を圧迫している。（非鉄金属）

 都市ガスの単価が前年度比２倍となった。今後も上昇する見込み。原材料費高騰分の価格転嫁はある程度で
きているものの、燃料費高騰に価格転嫁が追い付かず、利益は減少している。（輸送機械）

 ＬＮＧ価格の高騰はピークを脱したが、引き続き高値となっている。また、エネルギー価格も高値で推移してお
り、価格転嫁を実施しているものの、充分に転嫁できず、著しく収支が悪化している。（プラスチック製品）

 自動車関連について、大手自動車メーカーの２次、３次下請けくらいまでは電気代高騰分の補填があったが、そ
れ以外の企業については補填がなく、厳しい状況。（金融機関からのヒアリング）

 アルミの値段が１１月に前年同月比で３０～４０％値上がりしている。これから需要が増える時期に入るため、厳
しい状況。４月以降には、再度値上げすると見込んでいる。（輸送機械）

 価格転嫁はある程度できているものの、依然として原材料価格上昇のピッチが速く、転嫁が十分に追い付いて
いない状況。（金融機関からのヒアリング）



 建築需要の減少により木材の価格は下落しているが、それ以上にエネルギー価格などの木材以外のあらゆるコ
ストが上昇しており、利益を圧迫している。このため、節電など、経費削減に努めている。（組合）

 ベイマツやレッドウッドなどの海外材の価格が下落しており、ヒノキ製品の値下げ要求がさらに強まるのではない
かと危惧している。（製材）

 日銀の金利政策修正により、住宅ローン金利の上昇が予想される。物価上昇により住宅建築需要が減退してい
る中、消費者の住宅購入マインドがさらに冷え込むのではないかと懸念している。（製材）

住宅・建築投資

○７－９月期の非居住用の建築着工床面積は、鉱
工業用で前年同期比▲２６．１％となったものの、
サービス業用で同３０６．４％、商業用で同
７３．４％増加し、全体で同２７．５％増加した。

○１１月の住宅着工戸数は、前年同月比
▲１２．５％となった。

○貸家で前年同月比３１．４％増加した一方で、
持家で同▲２７．２％、分譲で同▲２６．０％と
なった。

現場の動き
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公共工事

○１０ー１２月期の発注者別の公共工事請負金額は､独立行政法人等で前年同期比３５．３％、市町
村で同１６．３％増加した一方で、県で同▲２７．７％となるなど、全体で同３．２％増加となった。

○県内建設業の１－３月期の受注量ＤＩ見通しは前期比▲９．７ポイントとなり、同採算ＤI見通しは同
▲４．７ポイントとなった。

8

 受注は当初の見通し通り受けており、例年並みの受注状況である。
 鋼材等の資材価格が高騰しており、建設コストが上昇している。
 仕入価格の変動が大きいため、資材の購入を早めるなどの対策を講じている。 （以上、建設）

現場の動き



 平年よりも高い気温推移となったことから、冬物商材の売れ行きが芳しくなく、売上は前年同月比９５％となった。
 食品や梱包資材など、メーカーから値上げの連絡が相次いでいる。この状況はしばらく続くと見込んでいる。
 全体の売上は前年同月比１０５％と増収。カテゴリ毎では、生鮮食品スーパーや物販の売上は堅調であったが、
新型コロナ感染者数増加を受け、飲食店（居酒屋）は低調となった。

 人流回復による売上回復を見込む一方で、原材料・エネルギー高による商品値上げが進むことで、客離れの懸
念がある。 （以上、県内商業施設）

個人消費（流通・小売）

○１１月はドラッグストアで前年同月比４．１％、
百貨店・スーパーで同０．２％、ホームセンター
で同▲７．２％、コンビニで同▲２．８％、
家電大型専門店で同▲０．３％となり、全体で
同▲０．３％となった。

現場の動き

9

○１１月の新車販売台数（除く軽）は、前年同月比
３．１％増加と３ヶ月連続で前年同月を上回った。

軽自動車は同４．７％増加と３ヶ月連続で前年
同月を上回った。合算では同３．７％増加と、前
年同月を３ヶ月連続で上回った。



 １２月売上は、前年同月比横ばい。しかし、あらゆる原材料の値上がりが現在も続いており、また、海外より商品を
輸入していることから円安の影響も受け、利益を圧迫している。（柳ヶ瀬商店街）

 売上は前年同月比８０％となった。物価高により消費者の購買意欲が減退していることが主因。また、価格転嫁が
不十分であり、利益も減少している。（大垣市商店街）

 売上は前年同月比同程度となったが、それ以上に原材料価格や賃金が上昇しており、利益率は減少している。
（大垣市商店街）

 価格転嫁により利益率は改善傾向にあるものの、消費意欲減退により、売上は前年同月比で大幅に減少してい
る。（高山市商店街）

個人消費（流通・小売）－２

現場の動き

○１－３月期の売上高ＤＩ見通しは、サービス業（余暇関連）で前期比▲３６．３ポイント、飲食店で同
▲１６．７ポイント、小売業で同▲９．３ポイントとなった。

○同じく販売価格ＤＩ見通しは、サービス業（余暇関連）で同▲１５．６ポイント、飲食店で同▲１１．１ポ
イント、小売業で同▲１０．５ポイントとなった。

10



観 光

○１１月の主要宿泊施設における外国人宿泊者

数は、コロナ前の令和元年同月比では、
▲７７．１％となっている。

11

○主要観光地における１１月の観光客数は、前
年同月比１４．４％増加、コロナ前の令和元年
同月比では、▲７．５％となっている。

○主要宿泊施設における１１月の宿泊者数は、
前年同月比７．１％増加、令和元年同月比で
は、▲１８．９％となっている。

◆旅行支援の利用が多く、売上が好調であった。（岐阜市、大垣市、多治見市、高山市、奥飛騨内の宿泊施設）
◆インバウンドにより、外国人旅行客が見られるようになってきた。（多治見市、高山市内の宿泊施設）

◆原材料、特に食品や消耗品、リネン代の値上がりが顕著で経営を圧迫している。（岐阜市、高山市、下呂市内の
宿泊施設）

◆旅行需要の増加に伴い、人材不足が深刻化している。（岐阜市、多治見市、奥飛騨、下呂市内の宿泊施設）

◆外国人旅行客の増加や人材不足を補うため、外国人雇用を進めている。（高山市、奥飛騨、下呂市内の宿泊施
設）

現場の動き



資金繰り

○１１月の岐阜県貸出金残高は、３兆３，５９８億円で前年同月比１．８％増加し、７ヶ月連続で増加。
○１１月の制度融資実績は、金額が１，２４５百万円で前年同月比▲６３．７％、件数は１７２件で同
▲２５．９％と、いずれも１９ヶ月連続で減少した。

○従業員規模別は、５人以下の事業所が全体の７８．１％を占めている。

 為替が安定しないことに対する影響を懸念している。先行きの不透明感が強い。

 価格転嫁の実施状況が二極化している。窯業については、海外へ輸出している事業者は比較的容易に価格転
嫁できるが、国内向け販売のみの事業者は、国内で需要が減退しており、価格転嫁が困難な状況。

 ゼロゼロ融資の返済が本格化するが、２割程度は返済が困難な状況になると懸念している。県制度融資「伴走
支援型借換資金」を利用し、支援していく方針。

 顕著な資金需要の伸びがあるわけではないが、今後の資金繰り安定のための長期運転資金の調達や、当座貸
越を増枠する動きがある。 （以上、金融機関）

現場の動き
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○１－３月期の資金繰りＤＩ見通しは▲２０．３で、前期比▲０．７ポイントとなった。同借入難易感ＤＩ
見通しは▲２．６で、 同▲１．６ポイン トとなった。

○７－９月期の主要資金別新規制度融資実績は、元気企業育成資金で前年同期比３０．４％増加と
２期連続で増加、返済ゆったり資金で同９．５％増加と２期ぶりに増加したものの、経済変動対策
資金で同▲７１．４％と２期連続で減少となった。

○１１月のセーフティーネット５号保証承諾実績は、件数が１０件で前年同月比▲１６．７％、金額は
１１１百万円で同▲６６．０％となった。

○１１月の事故報告(保証協会付融資３ヶ月以上延滞)状況は､件数は７５件で前年同月比３１．６％
増加、金額は１，０２１百万円で同３５．８％増加となった。

資金繰り－２

13

借入難易感ＤＩ

資金繰りＤＩ



倒 産

○１１月単月の倒産件数は前月比▲３件の６件、負債総額は前月比▲２１８百万円の１，０２８百万
円となった。

○令和３年１１月は負債総額１億円以上の倒産は３件発生し、令和４年１１月は同倒産３件と変わら
ず。負債総額は前年同月比▲３，２４２百万円となった。

14

 経済情勢として、「新型コロナウイルス」は第８波が到来、移動規制等は無いものの、状況次第では外出自粛が強ま
る可能性も否定できない。自動車産業においては半導体の需給ひっ迫、物流混乱等による部品・部材不足で回復
度合いは鈍く、他の産業にも強い影響を与えている。また、ウクライナ情勢の長期化により、原油価格や原材料価格
の一段の上昇、円安進行に伴う物価高は更なるコストアップ要因として企業経営及び家計を直撃していることもあり、
今後の倒産件数は増勢基調を辿る可能性は高い。

専門機関の分析（東京商工リサーチ・１２月１９日時点）



 顧客の生産が回復傾向にあることに加え、新工場建設に向けて新たに従業員が必要になるが、現在の人員で
は対応できず、また募集しても応募が少なく、今後人手不足に陥るおそれが高い。（輸送機械）

 来年度の新卒の採用について、目標の半分以下しか採用できていない。現在は売り手市場であり、人材が大企
業に流れてしまい、中小企業では新卒の採用が困難になっている。（輸送機械）

 人口減少により人出不足はさらに加速する見込みであることから、できるものは自動化する動きになっている。
（陶磁器）

 自社ブランド製品の増産に向けて、人員増強を検討している。（刃物）
 固定費の増加には慎重的であり、非正規雇用を採用する事業者が見受けられる。（金融機関からのヒアリング）

現場の動き

雇 用

○１１月の有効求人倍率は１．６８倍と、前月比
±０ポイントとなった。

○１１月の新規求人倍率は、２．９４倍と同
▲０．０８ポイントとなった。

15

○１１月の雇用保険受給者人員は､前月比
▲２．３％となった。

○有効常用求職者は､全年代で前年同月比で
減少した。

資料：岐阜労働局「一般職業紹介状況」



雇 用（職業別）

○有効求人倍率は、建設・採掘で８．５５倍、介護
関連で５．０９倍、サービス職で３．７０倍、販売
職で３．６２倍など、引き続き人手不足の状況は
続いている。

○一方で、事務職の有効求人倍率は０．８０倍に
留まり、求職者のニーズと、求人側のニーズのミ
スマッチが続いている。
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○１１月の主要産業別の新規求人数は、繊維工業
で前年同月比１２７．６％、電気機械で同
５０．９％、プラスチック製品で同１５．７％、窯業・
土石製品で同１４．５％増加した一方で、輸送用
機械で同▲３８．６％、はん用機械で同
▲３６．２％、金属製品で同▲２２．０％、生産用
機械で同▲１２．７％、食料品製造で同▲３．６％
となった。



＜ハローワーク高山＞
◆求人者数は減少、求職者数はやや減少。
◆雇用保険受給者数は減少。

＜ハローワーク恵那＞
◆求人者数は横ばい、求職者数はやや減少。
◆雇用保険受給者数は減少。

＜ハローワーク関＞
◆求人者数は横ばい、求職者数は増加。
◆雇用保険受給者数は減少。

雇 用（地域別）
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＜ハローワーク岐阜＞
◆求人者数は増加、求職者数は減少。
◆雇用保険受給者数は減少。

＜ハローワーク大垣＞
◆求人者数はやや減少、求職者数は減少。
◆雇用保険受給者数は減少。

＜ハローワーク多治見＞
◆求人者数、求職者数は横ばい。
◆雇用保険受給者数はやや減少。

＜ハローワーク美濃加茂＞
◆求人者数は増加、求職者数は減少。
◆雇用保険受給者数は減少。

＜ハローワーク中津川＞
◆求人者数は減少、求職者数はやや減少。
◆雇用保険受給者数は減少。

＜窓口の様子＞※前月比
◆大垣、及び関で前月と同じくらい、恵那でやや空いてい
る、岐阜、多治見、高山、美濃加茂及び中津川で空いて
いる状況。

現場の動き（前月比）

○１１月の主なハローワーク別の有効求人
倍率は、岐阜及び恵那以外で上昇した。



＜大学へのヒアリング＞
 ２３年卒の内定率は約９０％。昨年同時期と比較し、数％上昇している。
 ２４年卒はインターンシップやＥＳの相談を受けている。参加人数は昨年や前期と比較すると少ない。
 ２４年卒は、既に内々定を獲得する学生が出始めている。 （以上、岐阜県内大学）
 ２３年卒の内定率は、文系で８割強、理系で９割強。
 ２４年卒はインターンシップやES添削などの相談が増えてきた。早い学生だと、既に選考が始まっている。
 ２４卒ガイダンスの参加状況は比較的良好で、約半数が参加している。 （以上、愛知県内大学）

雇 用（大学・短大新卒者の就職）

○岐阜県の令和４年１１月末現在の大学・短大卒業者（令和５年３月卒業）の就職内定率は、
７７．９％であり、前年同時点と比べ３．４ポイント増加となった。

○全国の令和４年１０月１日現在の大学卒業者（令和５年３月卒業）内定率は７４．１％であり、 前年
同時点と比べ２．９ポイント増加となった。
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現場の動き（２０２３卒、２０２４卒の動きなど）



雇 用（高校新卒者の就職）
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○岐阜県の令和４年１１月末現在の高校卒業者（令和５年３月卒業）就職内定率は９０．６％であり、
前年同時点と比べ▲０．１ポイントとなった。

○全国の令和４年９月末時点の高校卒業者（令和５年３月卒業）就職内定率は６２．４％であり、前年
同月比で０．４ポイント上昇した。



雇 用（完全失業率等）

○全国の１１月の完全失業率は２．５％で前月比▲０．１ポイントとなった。岐阜県の７－９月期の平均
は１．６％で前期比▲０．１ポイントとなった。

○１０月の現金給与総額は、調査産業計で前年同月比４．３％上昇、製造業で同０．６％上昇となった。
○１０月の実質賃金増減率は、３０人以上の事業所で前年同月比▲１．３%となり、５人以上で同
▲０．５％となった。１０月の消費支出については同１１．６％上昇となった。

○１０月の所定外労働時間数は前年同月比５．２％増加と、２ヶ月連続で増加した。

20



＜経済・雇用の現状（総括）＞
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○製造業は、１０月の鉱工業生産指数は前月比３．６％上昇となった。ヒアリングでは、価格転嫁は原材
料価格上昇分の５割程度しかできておらず、価格転嫁できない分は企業努力でカバーするしかないと
の声や、中国で新型コロナ感染症が再拡大しており、部材輸入が滞っているため、国内のあらゆるメー
カーの生産活動に影響が出始めているとの声が聞かれた。

○地場産業は、１０月の鉱工業生産指数は、木材・木製品、食料品、家具、窯業・土石、パルプ・紙で低
下した。ヒアリングでは、エネルギー費用が前年比２倍となっており、これまでは企業努力で価格を据
え置きしていたが、状況が改善しないため１月より値上げに踏み切るとの声や、最近は為替相場の乱
高下が激しく、安定的な受注の確保が困難な状況との声が聞かれた。

○設備投資は、１１月の全国の金属工作機械受注額は、前年同月比▲７．７％となった。ヒアリングでは、
ソーラーパネル設置や照明のＬＥＤ化など、ＳＤＧｓ関連の設備投資を積極的に行っていく予定との声
が聞かれた一方で、物価高の影響や、ゼロゼロ融資の返済が開始することから、運転資金が切迫し、
設備投資の案件が少なくなっているとの声が聞かれた。

○個人消費は、１１月の販売額は、ホームセンター、コンビニ、家電大型専門店で減少し、全体で前年同
月比▲０．３％となった。ヒアリングでは、依然としてあらゆる仕入商品の値上げが相次いでおり、この
影響はしばらく続くと見込んでいるとの声や、人流回復による売上回復を見込む一方で、物価高により
価格転嫁が進むことで、客離れの懸念があるとの声が聞かれた。

○観光は、１１月の観光客数、宿泊者数は令和元年同月比▲７．５、▲１８．９％となった。宿泊施設から
のヒアリングでは、全国旅行支援のおかげで宿泊者が増加しているとの声や、外国人旅行客の増加
や人材不足を補うため、外国人雇用を進めているとの声が聞かれた。

○企業の資金繰りは、１１月の制度融資実績は、件数、金額とも１９ヶ月連続で前年同月比で減少した。
金融機関からは、為替相場が安定しないことに対する影響を懸念する声や、ゼロゼロ融資の返済が
開始するが、返済が困難な事業者には県制度融資を利用し支援していく方針との声が聞かれた。

〇雇用面は、１１月の有効求人倍率は１．６８倍と１５ヶ月連続で１．５０倍を超えた。ヒアリングでは、現
在の新卒採用は売り手市場であり、人材が大企業に流れてしまい、中小企業では新卒の採用が困難
になっているとの声や、物価高の中、更なる固定費の増加には慎重であり、非正規雇用を採用する事
業者が見受けられるとの声が聞かれた。


